
HSBC投信株式会社�

目論見書 2005.8

HSBC インド オープン
追加型株式投資信託／国際株式型（アジア・オセアニア型）／自動けいぞく投資可能

HSBC INDIA OPEN



 

 

 

 

 

1. この目論見書により行うＨＳＢＣインドオープンの受益証券の募集については、委託会

社は、証券取引法（昭和 23 年法第 25 号）第 5条の規定により有価証券届出書を平成 16

年 10 月 29 日に関東財務局長に提出しており、その届出の効力は平成 16 年 11 月 14 日

に生じております。また、同法第 7条の規定に基づき、有価証券届出書の訂正届出書を

平成 16 年 11 月 30 日、平成 17年 1月 14 日、平成 17 年 2月 3日、平成 17 年 2 月 17 日、

平成 17 年 3 月 31 日、平成 17年 4月 14 日、平成 17 年 4月 25 日、平成 17年 4 月 27 日、

平成 17 年 7 月 6 日、平成 17 年 8 月 3 日および平成 17 年 8 月 29 日に関東財務局長に提

出しております。 

 

2. ＨＳＢＣインドオープンの受益証券の価額は、同ファンドに組入れられている有価証券

等の値動きのほか為替変動による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて

投資者の皆様に帰属します。従って、当ファンドは元本が保証されているものではあり

ません。 

 

 

 

 

 

 

 

【金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項】 

 

1. 当ファンドは主として株式などの値動きのある証券に投資するため、組入れ証券の価格の変動などに

伴うリスクがあります。また、為替変動に伴うリスクもあります。したがって、当ファンドの運用成

果（基準価額）は運用の実績により変動し、投資した資産の減少を含むリスクは当ファンドの受益者

に帰属します。 

 

2. 当ファンドは預金保険の対象ではなく、投資元本の保証や一定の成果を約束するものではありません。 

 

 



 

ＨＳＢＣ インド オープン

目論見書の概要 

当概要は、目論見書の証券情報、ファンド情報等を要約したものです。詳細は本文をご覧ください。 

  ファンドの概要 

商 品 分 類 追加型株式投資信託／国際株式型（アジア・オセアニア型） 

自動けいぞく投資可能 

フ ァ ン ド の ね ら い マザーファンド受益証券への投資を通じて、主にインド共和国

（以下｢インド｣といいます。）の証券取引所に上場している株式

に投資することにより、投資信託財産の中長期的な成長を図るこ

とを目標として運用を行います。 

主 な 投 資 対 象 ＨＳＢＣ インド マザーファンドの受益証券を主要投資対象と

します。 

主 な 投 資 制 限 ◆株式への実質投資割合には制限を設けません。 

◆同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において投資信託

財産の純資産総額の 10％以下とします。 

◆外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。 

価 額 変 動 リ ス ク 株式等の値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあり

ます）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、

元本が保証されているものではありません。 

信 託 期 間 平成 16年 11月 30日から無期限 

決 算 と 収 益 分 配 原則毎年 11月 29日に決算（ただし、休業日の場合は翌日以降の

最初の営業日が決算日）を行ない、収益分配方針に基づき分配を

行います。自動けいぞく投資コースの受益者の分配金は、税金を

差し引いた後、全額無手数料で再投資されます。 

お 申 込 単 位 

（注 1） 

    ◆一般コース・・・・・・・・１万口以上 1万口単位 

 ◆自動けいぞく投資コース・・１万円以上 1円単位 

お 申 込 日 

原則、毎営業日可能です。（ただし、お申込日がムンバイ証券取

引所（BSE）、ナショナル証券取引所及び香港の証券取引所のいず

れかの休場日と同日の場合は受付けを致しません。） 

お 申 込 価 額 取得お申込受付日の翌営業日の基準価額 

お 申 込 手 数 料 

（注 2） 

販売会社がそれぞれ定める料率とします。ただし、3.675%（税抜

3.5％）を上限とします。 

途 中 換 金 原則、毎営業日可能です。（ただし、ムンバイ証券取引所（BSE）、

ナショナル証券取引所及び香港の証券取引所のいずれかの休場

日と同日の場合は受付けを致しません。）  

一 部 解 約 価 額 解約お申込受付日の翌営業日の基準価額 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 

信 託 報 酬 純資産総額に対して・・・・・・・年率 2.10%（税抜 2.0％） 

（注1）販売会社によっては、お取扱いがどちらか一方のコースとなる場合があります。 

（注2）詳しくは目論見書  第一部 証券情報  （6）申込手数料をご覧ください。 

※ ご投資家の皆様におかれましては、商品の内容を十分ご理解のうえお申込みくださいますよう、 

  お願い申し上げます。 



 

有 価 証 券 届 出 書 
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発行者名 ＨＳＢＣ投信株式会社 

代表者の役職氏名 代表取締役   松田 庄平 

本店の所在の場所 東京都中央区日本橋三丁目 11番 1号 

事務連絡者氏名 松本英夫 

連絡場所 東京都中央区日本橋三丁目 11番 1号 

電話番号 代表 （03）5203-3980 

直通 （03）5203-3991 

 

届出の対象とした募集 

 

募集内国投資信託受益証券に係るファンドの名称 ＨＳＢＣ インド オープン 

 

募集内国投資信託受益証券の金額 当初募集期間 上限  500 億円 

継続募集期間 上限 1,000 億円 

 

  

 

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所 

 

                名     称   所在地 

 該当事項はありません。  
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ＨＳＢＣ インド オープン

第一部【証券情報】 
 

(1)【ファンドの名称】 

ＨＳＢＣ インド オープン(以下「ファンド」といいます。) 

 

(2)【内国投資信託受益証券の形態等】 

契約型 原則無記名式・無額面の追加型株式投資信託受益証券（以下「受益証券」といい

ます。）です。ただし、受益者の請求により無記名式から記名式への変更、また記名式から

無記名式への変更を行うことができます。 

なお、当初元本は 1口当たり 1円です。格付けは取得していません。 

 

(3)【発行数】 

①当初募集期間：500 億口を上限とします。 

②継続募集期間：1,000 億円相当口を上限とします。 

※相当口とは、受益証券 1 口当たりの各発行価格に各発行数を乗じた金額

の合計が 1,000 億円になる口数をいいます。 

 

(4)【発行価額の総額】 

①当初募集期間：500 億円を上限とします。 

②継続募集期間：1,000 億円を上限とします。 

（なお、上記金額には、申込手数料および申込手数料に係る消費税および地方消費税に相

当する金額（以下「消費税等相当額」といいます。）は含まれません。） 

 

(5)【発行価格】 

①当初募集期間：1口当たり 1円 

②継続募集期間：取得申込受付日の翌営業日の基準価額※とします。 

（※：「基準価額」とは、ファンドの資産総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）

をその時の受益権総口数で除した 1口当たりの純資産価額をいいます。ただし、便宜上 1

万口当たりに換算した価額で表示されます。基準価額は、組入れる有価証券等の値動きに

より日々変動します。） 

 

基準価額については、委託会社（下記をご参照ください。）または販売会社（下記（9）「申

込取扱場所」をご参照ください。）に問い合わせることが可能です。 

ＨＳＢＣ投信株式会社 

電話番号：03-5203-3980 

（受付時間：委託会社の毎営業日の午前 9時～午後 5時、 

半日営業日は午前 9時～正午まで） 

その他、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊にも「インド」の略称で掲載され

ます。 

（注：「計算日」とは、基準価額が算出される日を指し、原則として委託会社の営業日のこ

とをいいます。） 
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(6)【申込手数料】 

お申込口数、お申込金額またはお申込代金等に応じて、取得申込受付日の翌営業日の基準

価額（当初募集期間中は 1 口 1 円）に 3.675％（税抜 3.50％）を上限とした販売会社が個

別に定める率を乗じて得た額とします。 

販売会社が個別に定める率については、販売会社または委託会社（下記(9)「申込取扱場所」

をご参照ください。）へお問い合わせください。 

分配金の受取方法により、お申込みには、収益の分配時に分配金を受け取るコース（以下

「一般コース」といいます。）と、分配金が税引き後、無手数料で再投資されるコース（以

下「自動けいぞく投資コース」といいます。）の 2つのコースがあります。ただし、申込取

扱場所によっては、どちらか一方のみの取扱となる場合があります。（取扱コースについて

は、販売会社または委託会社（下記（9）「申込取扱場所」をご参照ください。）へお問い合

わせください。）なお、収益分配金の受取方法は途中で変更することはできません。 

「一般コース」を選択した投資者は、申込金額（取得申込受付日の翌営業日の基準価額×

取得申込の口数）に、申込手数料（税込）を加算した金額を申込代金として申し込みの販

売会社に支払うものとします。 

「自動けいぞく投資コース」を選択した投資者は、申込代金を申し込みの販売会社に支払

うものとします。（申込手数料および当該手数料に係る消費税等相当額は申込代金から差

し引かれます。） 

なお、「自動けいぞく投資コース」で収益分配金を自動的に再投資する際の買付単位は 1

口単位となり、無手数料で取扱います。 

 

(7)【申込単位】 

①「一般コース」でお申込みの場合 

1 万口以上 1 万口単位 

②「自動けいぞく投資コース」でお申込みの場合 

1 万円以上 1円単位 

 

ただし、「自動けいぞく投資コース」を選択した受益者が収益分配金を再投資する場合は、 

１口単位となります。 

取扱いコースおよび申込単位は販売会社によって異なりますので、各販売会社または下記

（9）「申込取扱場所」に記載の照会先までお問い合わせください。 

 

(8)【申込期間】 

当初募集期間に係る申込期間：平成 16年 11月 15 日から平成 16年 11月 29 日まで 

継続募集期間に係る申込期間：平成 16年 11月 30 日から平成 18年 2月 27 日まで 

（継続募集期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されま

す。） 

ただし、お申込みの取扱いは販売会社（下記(9)「申込取扱場所」をご参照ください。）の

営業日に限り行われます。 

 

(9)【申込取扱場所】 

申込取扱場所(販売会社)については、下記の委託会社にお問い合わせください。 

ＨＳＢＣ投信株式会社 

電話番号：03-5203-3980 
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（受付時間：委託会社の毎営業日の午前 9時～午後 5時、 

半日営業日は午前 9時～正午まで） 

ホームページ：http://www.hsbc.co.jp/ 

 

※なお、販売会社と販売会社以外の証券会社または登録金融機関が取次契約を結ぶことに

より、当該証券会社または登録金融機関がファンドを当該販売会社に取り次ぐ場合があり

ます。 

 

(10)【払込期日】 

受益証券の取得申込者は、お申込に係る代金を販売会社の指定する期日までに販売会社に

支払うものとします。申込期間における各営業日に各販売会社が募集した申込代金の総額

は、追加信託の日に各販売会社から委託会社の口座に振り込まれます。委託会社は、当該

申込代金総額を当日付をもって受託会社のファンド口座に振込み、追加設定を行います。 

 

(11)【払込取扱場所】 

受益証券の取得申込者は、申込代金を販売会社に支払うものとします。詳しくは上記（9）

「申込取扱場所」の照会先または販売会社にご確認ください。 

 

(12)【振替機関に関する事項】 

該当事項はありません。 

 

(13)【その他】 

① 申込証拠金はありません。 

 受益証券取得申込者は、販売会社に取引口座を開設のうえ、ファンドの受益証券の取得

申込を行います。その際、販売会社は申込成立までに、「総合取引約款」およびファンド

の「目論見書」「自動けいぞく投資約款」※等を提示、お渡しいたします。（※販売会社

によっては、当該契約または規定について、同様の権利義務関係を規定する名称の異な

る契約または規定を使用することがあり、この場合、当該別の名称に読み替えるものと

します。） 

受益証券申込者は、「目論見書」等を検討の上、販売会社の定める様式に従い手続を行い

ます（販売会社によっては、ファンドの申込書あるいは販売会社の定める他の書類の提

出を求められることがあります。）。 

取得申込に係る代金を販売会社が指定した期日までにお支払いください。なお、申込代

金には利息は付きません。 

保護預りを利用する場合は、受益証券取得申込者は、販売会社との間で保護預りに関す

る契約を締結します。無記名式の受益証券は、それを保有している方が受益者となりま

すから、盗難や紛失などの事故を防ぐため、保護預りのご利用をお勧めいたします。な

お、「自動けいぞく投資コース」をご利用の場合、受益証券は保護預りとさせていただき

ます。 

② なお、原則として午後 3 時（年末年始など本邦証券取引所の半休日の場合は午前 11時）

までにお申込が行われ、かつ、販売会社の所定の事務手続きが完了したものを、当日の

お申込受付分とします。また、取得申込日がインドの証券取引所（ムンバイ証券取引所

（BSE）およびナショナル証券取引所。以下同じ。）、香港の証券取引所のいずれかの休場

日の場合にはお申込はできません。 
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③ 証券取引所における取引停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情（投資対象

国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更および規制の導入、税制

の変更、自然災害、クーデター、重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖ま

たは流動性の極端な減少ならびに資金の受渡しに関する障害、コンピューターの誤作動

等により決済が不能となった場合、基準価額の計算が不能となった場合等）が発生し、

委託会社が追加設定を制限する措置を取った場合には、委託会社の判断により、取得申

込の受付の中止、既に受付けた取得申込の取消しまたはその両方を行うことができるも

のとします。 

④ 日本以外の地域における発行はありません。 
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第二部【ファンド情報】 
 

第１【ファンドの状況】 
 

１【ファンドの性格】 
 

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】 

① ファンドの目的 

当ファンドは、主にインド共和国（以下「インド」といいます。）の証券取引所に上場

されている株式に投資するＨＳＢＣ インド マザーファンド（以下「マザーファンド」

ということがあります。）の受益証券を主要投資対象とし、投資信託財産の中長期的な

成長を目指します。 

 

② ファンドの基本的性格 

当ファンドは追加型株式投資信託「国際株式型（アジア・オセアニア型）」＊に属しま

す。 

＊「国際株式型（アジア・オセアニア型）とは、社団法人投資信託協会が定める分類方法において、 

 「投資信託約款上の株式組入限度 70％以上のファンドで、主として日本を除くアジア・オセアニア 

 の株式に投資するもの」として分類されるファンドをいいます。 

 

③ ファンドの特色 

１）当ファンドはファミリーファンド方式で運用を行います。 

ファミリーファンド方式とは、投資家の皆様からご投資いただいた資金をまとめて

ベビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主としてマザーファンドであるＨ

ＳＢＣインド マザーファンドに投資して、その実質的な運用を行う仕組みです。 

ベビーファンドがマザーファンドに投資するに際しての投資コストはかかりません。

また、将来、新たなベビーファンドを設定し、マザーファンドへ投資することがあ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）S&P/IFC Investable India ※（円ベース）をベンチマークとして、中長期的に当該

インデックスを上回る投資成果を目指します。 

３）ＨＳＢＣインベストメンツグループに加え、ＨＳＢＣグループ内の情報ソースを活

用します。 

４）投資一任契約に基づいて、ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）リミテッドにマ

ザーファンドの運用指図に関する権限を委託します。（ＨＳＢＣインベストメンツグ

ループ内の組織変更、分社化により、平成 17 年 11 月 1 日よりＨＳＢＣ Halbis パ

ートナーズ（ホンコン）リミテッド(HSBC Halbis Partners (Hong Kong) Limited) に

同権限を委託する予定です。以下同じ。）なお、ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコ

ＨＳＢＣ 

インドオープン

 

受 益 者  
Ｈ Ｓ Ｂ Ｃ 

イ ン ド  

マ ザ ー フ ァ ン ド 

 

イ ン ド の  

上 場 株 式 等  

お 申 込 金  

解 約 代 金 ・ 償 還 金 等  

投  資

損  益

投  資  

損  益  

ベ ビ ー フ ァ ン ド マ ザ ー フ ァ ン ド  

(注 ) 損 益 は 全 て 投 資 家 で あ る 受 益 者 に 帰 属 さ れ ま す 。  

＜ フ ァ ミ リ ー フ ァ ン ド方 式 ＞
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ン）リミテッドは、ＨＳＢＣアセット・マネジメント・インディア・プライベート・

リミテッドよりインド株式運用についての投資助言を受けます。 

５）原則として為替ヘッジは行いません。 

６）実質株式組入比率は原則として高位に維持します。 

 

※ S&P/IFC Investable India とは、非居住者がインド株式への投資を行うことを前提とし

て、時価総額、流動性や非居住者に対する各種投資制限（個別株、業種等）等を考慮し

算出された時価加重平均インデックス。非居住者が投資可能なインド株式主要 74 銘柄で

構成されており、ナショナル証券取引所の時価総額の約 75％をカバーしている。同指数

は、当初 IFC（国際金融公社）により管理・計算されていたが、現在はスタンダード＆

プアーズが管理・計算し日々公表している。（2004 年 6 月末現在） 

 

≪10億人にのぼる世界第2位の人口を擁し、経済成長路線を走り始めたインドについて≫ 

 

概況： 

・10.5 億人を擁する世界第 2位の人口（60％は 30歳未満） 

・328 万平方ｋｍ（日本の約 9倍）の国土、7千ｋｍに及ぶ海岸線に 13の主要貿易港 

・2300 万人のプロフェッショナル（医師、博士、エンジニア等）を抱える知的資本の宝

庫。特にソフトウェア産業では、世界的に重要な役割を担う。 

・独立した司法制度、議会制民主主義国家では世界最大の人口 

 

好調な国内経済と成長を支える要因： 

 

◆政府による社会基盤整備の拡大：教育施設、保健・衛生関連、高速道路、電力関連 

◆拡大する輸出：伝統的な宝石、繊維産業等に加え、ソフトウェアの輸出が拡大  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ % ）

- 2

0

2

4

6

8

1 0

1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 E 2 0 0 4 E (年 ）

イ ン ド

米 国

E U

日 本

出所：総務省、ＨＳＢＣグループ 

注）Ｅは予想 

    他の国や地域と比べ高いＧＤＰ成長率 

200

300

400

500

600

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 (年）

（米ドル）

増加を続ける１人あたりＧＤＰ 

出所：ＨＳＢＣグループ 
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◆所得の増加による消費の拡大：・１人当たりのＧＤＰの伸びに伴い、個人所得が増加 

               ・ミドルクラスの世帯数の増加（家電製品、バイク、 

       自動車等耐久消費財の販売が拡大） 

 

 

0

5 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0

1 5 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0

1 9 9 1 1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 （ 年 ）

（ 千 万 ル ピ ー ）

 

 

 

◆豊富な、安価でかつ優秀な労働力が世界の投資を引き付ける 

  ・安価で優秀な労働力を背景にＩＴ関連を中心にインドへの投資が進展 

  ・国策により、工業団地（ハイテクパーク）の造成や経済特区の設定による 

 外国企業誘致政策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆豊富な若年人口が今後のインドの発展を牽引 

  ・3 億人を上回る 15歳以下の人口 

  ・豊富な若年層が今後のインドの労働力の担い手に 

  ・経済拡大と共に若年層が今後の消費拡大の牽引役に 

日本と比べ、豊富な若年人口 

出所：SIA   ※2002年は1月から8月までを反映

増加傾向をたどる海外からの直接投資（実行額） 

■ 日本の全男性人口に占める各年齢の割合

■ インドの全男性人口に占める各年齢の割合

■ 日本の全女性人口に占める各年齢の割合

■ インドの全女性人口に占める各年齢の割合

男性 女性

0%5%10%15%

0-4

5-9

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75-79

80-

0% 5% 10% 15%

■ 日本の全男性人口に占める各年齢の割合

■ インドの全男性人口に占める各年齢の割合

■ 日本の全女性人口に占める各年齢の割合

■ インドの全女性人口に占める各年齢の割合

男性 女性

0%5%10%15%

0-4

5-9

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75-79

80-

0% 5% 10% 15%

出所：総務省統計局、2003 年推計値 
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≪ＨＳＢＣグループ、ＨＳＢＣインベストメンツおよび ＨＳＢＣ Halbis パートナーズ≫ 

ＨＳＢＣグループは、1865年に設立され、ロンドンを本拠地とし、世界 77 の国と地域

に 9,800 以上の拠点を有し 25万人を超える従業員を擁する金融グループです。当グル

ープの持株会社の株式は、ロンドン、パリ、ニューヨーク、香港の各市場に上場され

ています。（2005年 2月現在） 

ＨＳＢＣインベストメンツは、ＨＳＢＣグループに属する資産運用会社です。ロンド

ン、ニューヨーク、香港、ムンバイ、東京等、世界主要 15都市に拠点を有しています。

全世界をカバーする運用を行うと共に、ヨーロッパ、アジア等、地域に特化したファ

ンドの運用にも重点を置いています。世界中から預かった約 2,027 億米ドル（約 21.77

兆円： 1米ドル＝107.39 円として計算。）にのぼる顧客資産（2005年 3月末現在）は、

全世界で 280 名を超えるプロフェッショナル（ファンドマネージャー、アナリスト等）

により運用されています。 

ＨＳＢＣインベストメンツグループは業務拡大のための新戦略の一環として、資産運

用業務の再編成を行うことを決定しています。これに基づいて、現在、ＨＳＢＣイン

ベストメンツ内部で行っているアクティブ運用業務部門を分社化し、新たに設立され

た HSBC Halbis パートナーズが 2005年 11月 1 日より当該運用部門を引き継ぎます。

現在、ＨＳＢＣインベストメンツが運用しているファンドは、投資対象、運用方針、

運用方法、運用体制、投資意思決定のプロセス等の変更はなく、これまでと同じ方法

で、同じ運用チームがＨＳＢＣ Halbis パートナーズに移籍し継続して運用を行いま

す。 

 

 

 

④ 信託金の限度額 

信託金の限度額は、2,000 億円としますが、受託会社と合意のうえ、限度額を変更する

ことができます。 
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(2)【ファンドの沿革】 

平成 16年 11月 30 日  信託契約締結、ファンドの設定およびファンドの運用開始 

 

(3)【ファンドの仕組み】 

① ファンドの仕組みの概要 

投資者 

（受益者） 

 

ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）

リミテッド 

（HSBC Investments      

(Hong Kong) Limited） 

(マザーファンドの運用についての指図) 

ＨＳＢＣ インド オープン 

ファンド

ＨＳＢＣ投信株式会社 

 

（投資信託財産の運用指図、    

受益証券の発行等） 

委託会社 

 

三菱信託銀行株式会社（※） 

（投資信託財産の管理業務等） 

（再信託受託会社：日本マスタートラスト信 

         託銀行株式会社） 

受託会社 

 

 

（受益証券の募集の取扱、一部解約の実行の請

求の受付け、収益分配金、償還金および一部解

約金の支払等） 

販売会社 

募集・販売等に関する契約 

証
券
投
資
信
託

契
約
 

分配金・償還金等 申込金

 

（親投資信託） 

ＨＳＢＣ インド 

マザーファンド  

マザーファンド

投資一任契約 

投資顧問会社 

投資助言契約 

 

ＨＳＢＣアセット・マネジメント・     

インディア・プライベート・リミテッド 

（HSBC Asset Management 

India Private Limited） 

(インド株式運用についての投資助言) 

投資顧問会社 

※ ただし、関係当局の許認可等を前提に、平成 17 年

10 月 1 日付で三菱信託銀行と UFJ 信託銀行が合併

し、三菱 UFJ 信託銀行となる予定です。 
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② 委託会社およびファンドの関係法人 

委託会社およびファンドの関係法人（受託会社、販売会社、投資顧問会社）の名称な

らびに運営上の役割の概要は次のとおりです。 

１）委託会社：ＨＳＢＣ投信株式会社 

当ファンドの委託会社として、投資信託財産の運用指図、受益証券の発行業務、目

論見書および運用報告書の作成等を行います。 

２）受託会社：三菱信託銀行株式会社（ただし、関係当局の許認可を前提に、平成 17年

10月 1 日付で三菱信託銀行とＵＦＪ信託銀行が合併し、三菱ＵＦＪ信託

銀行となる予定です。以下同じ。） 

当ファンドの受託会社として、投資信託財産の保管・管理業務、受益証券の認証等

を行います。なお、信託事務の一部につき、日本マスタートラスト信託銀行株式会

社に委託することができます。また、外国における資産の保管は、その業務を行う

に十分な能力を有すると認められる外国の金融機関が行う場合があります。 

３）販売会社 

当ファンドの販売会社として、受益証券の募集・販売の取扱い、受益者からの一部

解約実行請求の受付、受益者への収益分配金、一部解約金および償還金の支払い事 

務等を行います。 

４）投資顧問会社：ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）リミテッド 

委託会社との投資一任契約に基づき、マザーファンドの運用について投資の指図を

行います。なお、ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）リミテッドは、ＨＳＢＣ

アセット・マネジメント・インディア・プライベート・リミテッドにインド株式運

用についての投資助言を受けます。 

 

③ 委託会社が関係法人と締結している契約等の概要 

１）受託会社と締結している契約 

受託会社と委託会社の間では証券投資信託契約が締結されており、投資信託財産の

運用方針、信託報酬の総額、受益証券の募集方法に関する事項等が定められていま

す。 

２）販売会社と締結している契約 

販売会社と委託会社の間では募集・販売等に関する契約が締結されており、受益証

券の募集および一部解約の取扱に関する事項、収益分配金、一部解約金および償還

金の支払いの取扱に関する事項等が定められています。 

３）投資顧問会社と締結している契約 

投資顧問会社と委託会社との間では投資一任契約が締結されており、マザーファン

ドの運用指図に関する権限の委託にあたっての投資顧問会社の義務、報酬、法令遵

守等が定められています。 
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④ 委託会社の概況 

１）資本の額（平成 17年 7月末現在）：495百万円 

 

２）会社の沿革 

昭和 60年 5月 27 日 ワードレイ投資顧問株式会社設立 

昭和 60年 3月 12 日  投資顧問業の登録 

昭和 62年 6月 10 日  投資一任契約に係る業務の認可 

平成 6年 2月 17 日 エイチ･エス･ビー･シー投資顧問株式会社に商号変更 

平成 10年 4月 24 日 エイチ・エス・ビー・シー投信投資顧問株式会社に商号変更

平成 10年 6月 16 日 証券投資信託委託業の認可 

平成 15年 3月 1 日 ＨＳＢＣアセット・マネジメント株式会社に商号変更 

平成 17年 4月 25 日 ＨＳＢＣ投信株式会社に商号変更 

 

３）大株主の状況 

  （平成17年7月末現在）

 氏名または名称 住所 
所有株式数 

（株） 

所有比率 

（％） 

 
ＨＳＢＣインベストメントホール

ディングス（バハマ）リミテッド

バハマ連邦 ニュー・プロビデンス州

ナッソー市 ワン・ベイ・ストリート、

センター・オブ・コマース 306 

9,900 100.00 
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２【投資方針】 

 

(1)【投資方針】 

① 基本方針 

当ファンドは、主にインド共和国（以下「インド」といいます。）の証券取引所に上場

している株式を主たる投資対象とするＨＳＢＣ インド マザーファンド（以下「マザ

ーファンド」ということがあります。）の受益証券を主要投資対象とし、投資信託財産

の中長期的な成長を目指します。なお、投資状況に応じ、マザーファンドと同様の運

用を直接行うことがあります。 

② 実質投資態度 

１）主としてマザーファンドの受益証券に投資します。 

２）投資状況に応じ、マザーファンドと同様の運用（主としてインドの証券取引所に上

場されている株式、インドにある取引所に準ずる市場で取引されている株式、また

はインド経済の発展と成長に係わる企業および収益のかなりの部分をインド国内の

活動から得ている企業の発行する株式に投資）を直接行うことがあります。 

３）上記の証券取引所は、ムンバイ証券取引所(BSE)およびナショナル証券取引所をいい

ます。ただし、その他の証券取引所または取引所に準ずる市場で取引されている企

業の株式も投資対象とすることがあります。 

４）S&P/IFC Investable India (円ベース)をベンチマークとして、中長期的に当該イン

デックスを上回る投資成果を目指します。 

５）株式の実質組入比率は、原則として高位に維持します。 

６）外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

７）当初設定時（※）および償還準備に入った際、市況動向や大量の追加設定または解

約によるファンドの資金事情等によっては、上記の運用が行われないことがありま

す（※：当ファンドは関係当局の各種認可の遅れや送金遅延等技術上の原因から、

マザーファンドの主要投資対象であるインドの証券取引所に上場している株式への

投資が設定日から若干日数を要する可能性があります。）。 

８）投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内において行われる有

価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係る

先物取引、通貨に係るオプション取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプ

ション取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取

引、有価証券オプション取引、通貨に係る先物取引、通貨に係るオプション取引、

金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引と類似の取引（以下「有価証

券先物取引等」といいます。）を行うことができます。また、投資信託財産に属する

資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なっ

た受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」

といいます。）を行うことができます。 

９）投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替

先渡取引を行うことができます。 

 

(2)【投資対象】 

① 当ファンドにおいて投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１）次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条

第 1項で定めるものをいいます。以下同じ。） 
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(a）有価証券 

(b）有価証券指数等先物取引に係る権利 

(c）有価証券オプション取引に係る権利 

(d）外国市場証券先物取引に係る権利 

(e）有価証券店頭指数等先渡取引に係る権利 

(f）有価証券店頭オプション取引に係る権利 

(g）有価証券店頭指数等スワップ取引に係る権利 

(h）金銭債権（a、iおよび kに掲げるものを除く。） 

(i）約束手形（証券取引法第 2条第 1項第 8号に掲げるものを除く。） 

(j）金融先物取引等に係る権利 

(k）金利、通貨の価格その他の指標の数値としてあらかじめ当事者間で約定された

数値と将来の一定の時期における現実の当該指標の数値の差に基づいて算出さ

れる金銭の授受を約する取引またはこれに類似する取引として、投資信託及び

投資法人に関する法律施行規則で定めるものに係る権利のうち、次に掲げるも

の 

i)  金利先渡取引に係る権利 

ii)  為替先渡取引に係る権利 

iii) 直物為替先渡取引に係る権利 

iv)  店頭金融先物取引に係る権利 

v)  為替および金利に係るスワップ取引に係る権利 

vi)  為替および金利に係るオプション取引に係る権利 

(l）金銭を信託する信託の受益権のうち、有価証券の性質を有しないもの 

２）特定資産以外の資産で、以下に掲げる資産 

(a）外国有価証券市場において行われる有価証券先物取引と類似の取引に係る権利 

(b）為替手形 

(c）抵当証券 

② 投資対象とする有価証券の指図範囲等 

委託会社は、信託金を、ＨＳＢＣ インド マザーファンドの受益証券および次の 1）か

ら 20）までの有価証券に投資することを指図します。 

１）株券または新株引受権証書 

２）国債証券 

３）地方債証券 

４）特別の法律により法人の発行する債券 

５）社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分

離型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６）特定目的会社に係る特定社債券（証券取引法第 2 条第 1項第 3 号の２で定めるも

のをいいます。） 

７）特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（証券取引法第 2 条第 1 項

第 5号で定めるものをいいます。） 

８）協同組織金融機関に係る優先出資証券または優先出資引受権を表示する証書（証

券取引法第 2条第 1項第 5号の 2で定めるものをいいます。） 

９）特定目的会社に係る優先出資証券（証券取引法第 2条第 1項第 5 号の 3 で定める

ものをいいます。） 

10）コマーシャル・ペーパー 
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11）新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下

同じ。）および新株予約権証券 

12）外国または外国法人の発行する証券または証書で、前記１）から 11）までの証券

または証書の性質を有するもの 

13）投資信託または外国投資信託の受益証券（証券取引法第 2条第 1項第 7 号で定め

るものをいいます。） 

14）投資証券または外国投資証券（証券取引法第 2条第 1項第 7 号の 2 で定めるもの

をいいます。） 

15）外国貸付債権信託受益証券（証券取引法第 2条第 1項第 10号で定めるものをいい

ます。） 

16）オプションを表示する証券または証書（証券取引法第 2条第 1項第 10号の 2で定

めるものをいいます。） 

17）預託証書（証券取引法第 2条第 1項第 10 号の 3で定めるものをいいます。） 

18）外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19）貸付債権信託受益権（証券取引法第 2条第 2項第 1号で定めるものをいいます。） 

20）外国法人に対する権利で前記 19)の権利の性質を有するもの 

なお、1)の証券または証書、12)および 17)の証券または証書のうち 1)の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、2)から 6）までの証券ならびに 12）お

よび 17）の証券または証書のうち 2)から 6)までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、13）の証券および 14)の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③ 実質投資対象とする金融商品の運用指図 

前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用することができます。 

１）預金 

２）指定金銭信託 

３）コール・ローン 

４）手形割引市場において売買される手形 

５）抵当証券 

前記②にかかわらず、このファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応

等、委託会社が運用上必要と認めるときには、委託会社は、信託金を前記１）から４）

までに掲げる金融商品により運用することの指図ができるものとします。 

 

(3)【運用体制】 

当ファンドが主要投資対象としているＨＳＢＣ インド マザーファンドの運用は、委託

会社との投資一任契約に基づき、マザーファンドの運用委託先であるＨＳＢＣインベス

トメンツ（ホンコン）リミテッドが行います(なお、ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコ

ン）リミテッドはＨＳＢＣアセット・マネジメント・インディア・プライベート・リミ

テッドよりインド株式運用に関する投資助言を受けます。)。運用委託先は、投資信託約

款および投資一任契約の定めにしたがい、マザーファンドの運用を行います。 

 

≪ＨＳＢＣの投資決定プロセス≫ 

株価は企業の業績やマクロ経済の動向等様々な要因で変動します。そのため、ＨＳＢＣ

では１つの投資決定方法に偏ることなく、景気サイクルの分析（トップダウン）と徹底

した企業分析（ボトムアップ）を併用しています。 
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トップダウンのアプローチ

世界経済、インド経済、政治情勢、諸制度の変化等 の分析

↓
予想される変化で、優位なセクター、不利なセクターの決定

↓
セクター配分の決定

ボトムアップのアプローチ

財務諸表によるスクリーニング、会社の経営陣との面談、先進国等との関係が深い業種

（企業）においては、他の地域との比較分析（他国、他地域の企業）

↓
銘柄の選定

ポートフォリオ

トップダウンのアプローチ

世界経済、インド経済、政治情勢、諸制度の変化等 の分析

↓
予想される変化で、優位なセクター、不利なセクターの決定

↓
セクター配分の決定

ボトムアップのアプローチ

財務諸表によるスクリーニング、会社の経営陣との面談、先進国等との関係が深い業種

（企業）においては、他の地域との比較分析（他国、他地域の企業）

↓
銘柄の選定

ポートフォリオ
 

運用体制等は平成 17年 7月末現在のものであり、今後、変更となる可能性があります。 

 

(4)【分配方針】 

① 収益分配方針 

年 1回の決算時（原則として毎年 11月 29 日。ただし、休業日の場合は翌営業日。）に、

原則として以下の方針に基づき、分配を行います。 

１）分配対象額の範囲は、経費控除後の利子・配当等収益と売買益（評価損益を含みま

す。）等の全額とします。 

２）分配金額は、委託会社が基準価額の水準・市況動向などを勘案して決定します。 

３）留保益の運用については特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と

同一の運用を行います。 

② 収益の分配方式 

１）投資信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

a） 配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれらに類する収益から支払

利息を控除した額は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に

相当する金額を控除した後、その残額を受益者に分配することができます。な

お、次期以降の分配にあてるため、その一部を分配準備積立金として積み立て

ることができます。 

b） 売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸

当ファンドの投資プロセス 
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経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、

繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補填した後、受益者に分

配することができます。なお、次期以降の分配にあてるため、分配準備積立金

として積み立てることができます。 

c） 毎計算期末において、投資信託財産に生じた損失は、次期に繰り越します。 

③ 収益分配金の交付 

「自動けいぞく投資コース」の収益分配金は、原則として販売会社が税金を差し引い

た後、受益者に代わって決算日の基準価額で再投資します。なお、収益分配金の再投

資については、無手数料でこれを行います。 

「一般コース」の収益分配金は、税金を差し引いた後、原則として決算日から起算し

て５営業日目以降から販売会社でお支払いします。受益者が支払い開始日から５年間

支払の請求を行わない場合はその権利を失い、委託会社が受託会社から交付を受けた

金銭は委託会社に帰属します。 

 

(5)【投資制限】 

① ＨＳＢＣ インド オープン約款（以下「投資信託約款」といいます。）は、委託会社に

よる当ファンドの運用に関して以下のような一定の制限および限度を定めています。 

１）株式への実質投資割合には制限を設けません。（投資信託約款「運用の基本方針」） 

２）外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。（投資信託約款「運用の基本方

針」） 

３）投資する株式等の範囲（投資信託約款第 24条） 

(a) 委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券

は、証券取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、証券取引所に

準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。た

だし、株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および

新株予約権証券については、この限りではありません。 

(b) 前記(a)にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新

株予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるもの

については、委託会社が投資することを指図することができるものとします。 

４）同一銘柄の株式等への投資制限（投資信託約款第 25条） 

(a) 委託会社は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額と

マザーファンドの投資信託財産に属する当該同一銘柄の株式の時価総額のうち投

資信託財産に属するとみなした額との合計額が、投資信託財産の純資産総額の 100

分の 10 を超えることとなる投資の指図を行いません。 

(b) 委託会社は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券お

よび新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する当該同

一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち投資信託財産に

属するとみなした額との合計額が、投資信託財産の純資産総額の 100 分の 5 を超

えることとなる投資の指図を行いません。 

(c) 委託会社は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに

新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ３第 1項第 7 号および第 8 号の定めがあ

るものの時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する当該転換社債ならび

に新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ３第 1項第 7 号および第 8 号の定めが

あるものの時価総額のうち投資信託財産に属するとみなした額との合計額が、投
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資信託財産の純資産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図を行いませ

ん。 

(d) 前記(a)から(c)までにおいて投資信託財産に属するとみなした額とは、投資信託

財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマザーファンドの投資信託

財産の純資産総額に占める当該資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます

（以下同じ。）。 

５）新株引受権証券および新株予約権証券への投資制限（投資信託約款第 22条第 4項） 

委託会社は、取得時において投資信託財産に属する新株引受権証券および新株予約

権証券の時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する新株引受権証券および

新株予約権証券の時価総額のうち投資信託財産に属するとみなした額との合計額が、

投資信託財産の純資産総額の100分の20を超えることとなる投資の指図をしません。 

６）投資信託証券への投資制限（投資信託約款第 22条第 5項） 

委託会社は、投資信託財産に属する投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除

きます。）の時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する投資信託証券の時価

総額のうち投資信託財産に属するとみなした額との合計額が、投資信託財産の純資

産総額の 100分の 5を超えることとなる投資の指図をしません。 

７）信用取引の指図範囲（投資信託約款第 26条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を

売付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済については、

株券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることができるものとしま

す。 

(b) 前記(a)の信用取引の指図は、当該売付に係る建玉の時価総額とマザーファンドの

投資信託財産に属する当該売付に係る建玉のうち投資信託財産に属するとみなし

た額（投資信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの投資

信託財産の純資産総額に占める当該売付に係る建玉の時価総額の割合を乗じて得

た額をいいます。）との合計額が、投資信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

(c) 投資信託財産の一部解約等の事由により、前記(b)の売付に係る建玉の時価総額が

投資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、

その超える額に相当する売付の一部を決済するための指図をするものとします。 

８）先物取引等の指図（投資信託約款第 27条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内にお

いて行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプシ

ョン取引（証券インデックス・オプション取引を含みます。）ならびに外国の市場

におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。な

お、選択権取引は、オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

(b) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の

取引所における通貨に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場に

おける通貨に係る先物取引およびオプション取引を行うことの指図をすることが

できます。 

(c) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の

取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場に

おけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。 

９）スワップ取引の指図（投資信託約款第 28条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった
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通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもと

に交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図をするこ

とができます。 

(b) スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間

（信託契約締結日から、信託終了日または信託解約の日までをいいます。以下同

じ。）を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が

可能なものについては、この限りではありません。 

(c) スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出し

た価額で評価するものとします。 

(d) 委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認

めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

１０）金利先渡取引および為替先渡取引の指図（投資信託約款第 29条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡

取引および為替先渡取引を行うことの指図をすることができます。 

(b) 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が原則

として信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で

全部解約が可能なものについては、この限りではありません。 

(c) 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金

利等をもとに算出した価額で評価するものとします。 

(d）委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるい

は受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものと

します。 

１１）有価証券の貸付の指図および範囲（投資信託約款第 30条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産に属する

株式および公社債を次の(i)および(ii)の範囲内で貸付の指図をすることができ

ます。 

(ⅰ)株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、投資信託財産で

保有する株式の時価合計額を超えないものとします。 

(ⅱ)公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、投資

信託財産で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

(b) 前記(a)の(i)および(ii)に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会

社は速やかに、その超える額に相当する契約の一部の解約を指図するものとしま

す。 

(c) 委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指

図を行うものとします。 

１２）公社債の空売り（投資信託約款第 31条） 

委託会社は、投資信託財産の計算においてする投資信託財産に属さない公社債を売

付けることの指図をすることができないものとします。 

１３）公社債の借入れ（投資信託約款第 32条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図

をすることができます。なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が

必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うものとします。 

(b) 前記(a)の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総

額の範囲内とします。 
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(c) 投資信託財産の一部解約等の事由により、前記(b)の借入れに係る公社債の時価総

額が投資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速や

かに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するための指図をす

るものとします。 

(d) 前記(a)の借入れに係る品借料は投資信託財産中から支弁します。 

１４）外国為替予約の指図および範囲（投資信託約款第 34条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約

取引の指図をすることができます。 

(b) 前記(a)の予約取引の指図は、投資信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約

の合計額との差額につき円換算した額が、投資信託財産の純資産総額を超えない

ものとします。ただし、投資信託財産に属する外貨建資産（マザーファンドの投

資信託財産に属する外貨建資産のうち投資信託財産に属するとみなした額（投資

信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの投資信託財産の

純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）を

含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図について

は、この限りではありません。 

(c) 前記(b)の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、そ

の超える額に相当する為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取

引の指図をするものとします。 

１５）一部解約の請求および有価証券の売却等の指図（投資信託約款第 39条） 

委託会社は、投資信託財産に属するマザーファンドの受益証券に係る信託契約の一

部解約の請求および投資信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

１６）再投資の指図（投資信託約款第 40条） 

委託会社は、前記 15）の規定による一部解約の代金、売却代金、有価証券に係る償

還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他

の収入金を再投資することの指図ができます。 

１７）資金の借入れ（投資信託約款第 41条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一

部解約に伴う支払資金の手当（一部解約に伴う支払資金の手当のために借入れた

資金の返済を含みます。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の支払資

金の手当を目的として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合も含みます。）の

指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わ

ないものとします。 

(b) 一部解約に伴う支払資金の手当に係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始

日から投資信託財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または受益

者への解約代金支払開始日から投資信託財産で保有する金融商品の解約代金入金

日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から投資信託財産で保有する

有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間と

し、資金借入額は当該有価証券の売却代金、金融商品の解約代金および有価証券

等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金の借入額は、借入指図を行う

日における投資信託財産の純資産総額の 10％を超えないこととします。 

(c) 収益分配金の再投資に係る借入期間は、投資信託財産から収益分配金が支弁され

る日からその翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とし

ます。 
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(d) 借入金の利息は投資信託財産中より支弁します。 

１８）特別の場合の外貨建有価証券への投資制限（投資信託約款第 33条） 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要

と認められる場合には、制約されることがあります。 

 

② 「投資信託及び投資法人に関する法律」（以下「投信法」ということがあります。）お

よび関係法令に基づく投資制限は以下のとおりです。 

１）委託会社は、投資信託財産の純資産総額に 100分の 50を乗じて得られる額が当該投

資信託財産に係る次の(a)および(b)に掲げる額（これに係る取引のうち当該取引が

評価損を生じたのと同じ事由により評価益を生じた取引がある場合には当該評価益

の合計額を控除した額とします。）ならびに(c)および(d)に掲げる額の合計額を下回

ることとなるにもかかわらず、当該投資信託財産に係る有価証券先物取引等を行う

ことまたは継続することを受託会社に指図しないものとします。（投信法施行規則

第 27条第 1項第 5号） 

(a）当該投資信託財産に係る先物取引等評価損（有価証券オプション取引等および有価証券店

頭オプション取引等の売付約定に係るものを除きます。） 

(b）当該投資信託財産に係る有価証券オプション取引等および有価証券店頭オプション取引等

のうち売付約定に係るものにおける原証券等の時価とその行使価格との差額であって当該

オプションの行使に伴い発生すると見込まれる損失の額から当該オプションに係る帳簿価

額を控除した金額であって評価損となるもの 

(c）当該投資信託財産をもって取得し現在保有している新株予約権を表示する証券または証書

に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの 

(d) 当該投資信託財産をもって取得し現在保有しているオプションを表示する証券または証書

に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの 

２）委託会社は同一法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行う全ての

委託者指図型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総

数が、当該株式に係る議決権の総数に 100分の 50を乗じて得た数を超えることとな

る場合において、当該株式を投資信託財産をもって取得することを受託会社に指図

しないものとします。（投信法第 16条） 

 

（参考）マザーファンド（ＨＳＢＣ インド マザーファンド）の投資方針 

ファンドは、ファミリーファンド方式で運用します。 

ご投資いただいた資金をまとめてベビーファンド（ＨＳＢＣ インド オープン）とし、

その資金をマザーファンド（ＨＳＢＣ インド マザーファンド）に投資して、その実質

的な運用を行う仕組みを採用しています。 

マザーファンドの投資方針は、基本的にはベビーファンドと同じものです。 

 

(1）投資の基本方針 

① 基本方針 

当ファンドは、主にインド共和国（以下「インド」といいます。）の証券取引所に上場

している株式に投資することにより、中長期的に投資信託財産の成長を目指した運用

を行います。 

② 投資態度 

１）主としてインドの証券取引所に上場されている株式、インドにある取引所に準ずる
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市場で取引されている株式、またはインド経済の発展と成長に係わる企業および収

益のかなりの部分をインド国内の活動から得ている企業の発行する株式に投資して

中長期的に投資信託財産の成長を目指した運用を行います。 

２）上記の証券取引所は、ムンバイ証券取引所(BSE)およびナショナル証券取引所をいい

ます。ただし、その他の証券取引所または取引所に準ずる市場で取引されている企

業の株式や、投資対象企業の ADR（米国預託証書）や GDR（グローバル預託証書）も

投資対象とすることがあります。 

３）投資一任契約に基づいてＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）リミテッドに運用

の指図に関する権限を委託します。なお、ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）

リミテッドは、ＨＳＢＣアセット・マネジメント・インディア・プライベート・リ

ミテッドよりインド株式運用に関する投資助言を受けます。 

４）以下に掲げる有価証券への投資も行います。 

(a) 転換社債および新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ３第１項第７号およ

び第８号の定めがあるもの 

(b) 優先株 

(c) 投資信託証券 

(d) 新株引受権証券および新株予約権証券 

５）S&P/IFC Investable India (円ベース)をベンチマークとして、中長期的に当該イン

デックスを上回る投資成果を目指します。 

６）株式の組入比率は、原則として高位に維持します。 

７）外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

８）投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内において行われる有

価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係る

先物取引、通貨に係るオプション取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプ

ション取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取

引、有価証券オプション取引、通貨に係る先物取引、通貨に係るオプション取引、

金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引と類似の取引（以下「有価証

券先物取引等」といいます。）を行うことができます。また、投資信託財産に属する

資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なっ

た受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」

といいます。）を行うことができます。 

９）投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替

先渡取引を行うことができます。 

 

(2)投資対象 

① この投資信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１）次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条

第 1項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

(a）有価証券 

(b）有価証券指数等先物取引に係る権利 

(c）有価証券オプション取引に係る権利 

(d）外国市場証券先物取引に係る権利 

(e）有価証券店頭指数等先渡取引に係る権利 

(f）有価証券店頭オプション取引に係る権利 
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(g）有価証券店頭指数等スワップ取引に係る権利 

(h）金銭債権（a、iおよび kに掲げるものを除く。） 

(i）約束手形（証券取引法第 2条第 1項第 8号に掲げるものを除く。） 

(j）金融先物取引等に係る権利 

(k）金利、通貨の価格その他の指標の数値としてあらかじめ当事者間で約定された

数値と将来の一定の時期における現実の当該指標の数値の差に基づいて算出さ

れる金銭の授受を約する取引またはこれに類似する取引として、投資信託及び

投資法人に関する法律施行規則で定めるものに係る権利のうち、次に掲げるも

の 

i)  金利先渡取引に係る権利 

ii)  為替先渡取引に係る権利 

iii) 直物為替先渡取引に係る権利 

iv)  店頭金融先物取引に係る権利 

v)  為替および金利に係るスワップ取引に係る権利 

vi)  為替および金利に係るオプション取引に係る権利 

(l）金銭を信託する信託の受益権のうち、有価証券の性質を有しないもの 

２）特定資産以外の資産で、以下に掲げる資産 

(a）外国有価証券市場において行われる有価証券先物取引と類似の取引に係る権利 

(b）為替手形 

(c）抵当証券 

② 投資対象とする有価証券の指図範囲等 

委託会社（運用についての投資に関する権限を受けた投資顧問会社を含みます。）は、

信託金を、次の 1）から 20）までの有価証券に投資することを指図します。 

１）株券または新株引受権証書 

２）国債証券 

３）地方債証券 

４）特別の法律により法人の発行する債券 

５）社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分

離型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６）特定目的会社に係る特定社債券（証券取引法第 2 条第 1項第 3 号の２で定めるも

のをいいます。） 

７）特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（証券取引法第 2 条第 1 項

第 5号で定めるものをいいます。） 

８）協同組織金融機関に係る優先出資証券または優先出資引受権を表示する証書（証

券取引法第 2条第 1項第 5号の 2で定めるものをいいます。） 

９）特定目的会社に係る優先出資証券（証券取引法第 2条第 1項第 5 号の 3 で定める

ものをいいます。） 

10）コマーシャル・ペーパー 

11）新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下

同じ。）および新株予約権証券 

12）外国または外国法人の発行する証券または証書で、前記１）から 11）までの証券

または証書の性質を有するもの 

13）投資信託または外国投資信託の受益証券（証券取引法第 2条第 1項第 7 号で定め

るものをいいます。） 
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14）投資証券または外国投資証券（証券取引法第 2条第 1項第 7 号の 2 で定めるもの

をいいます。） 

15）外国貸付債権信託受益証券（証券取引法第 2条第 1項第 10号で定めるものをいい

ます。） 

16）オプションを表示する証券または証書（証券取引法第 2条第 1項第 10号の 2で定

めるものをいいます。） 

17）預託証書（証券取引法第 2条第 1項第 10 号の 3で定めるものをいいます。） 

18）外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19）貸付債権信託受益権（証券取引法第 2条第 2項第 1号で定めるものをいいます。） 

20）外国法人に対する権利で前記 19)の権利の性質を有するもの 

なお、1)の証券または証書、12)および 17)の証券または証書のうち 1)の証券または証

書の性質を有するものを以下「株式」といい、2)から 6）までの証券ならびに 12）お

よび 17）の証券または証書のうち 2)から 6)までの証券の性質を有するものを以下「公

社債」といい、13）の証券および 14)の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③ 投資対象とする金融商品の運用指図 

信託金を前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用することが

できます。 

１）預金 

２）指定金銭信託 

３）コール・ローン 

４）手形割引市場において売買される手形 

５）抵当証券 

前記②にかかわらず、このファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応

等、委託会社が運用上必要と認めるときには、委託会社は、信託金を前記１）から４）

までに掲げる金融商品により運用することの指図ができるものとします。 

 

(3)主な投資制限 

１）株式への投資には制限を設けません。（マザーファンド約款「運用の基本方針」） 

２）外貨建資産への投資には制限を設けません。（マザーファンド約款「運用の基本方

針」） 

３）新株引受権証券および新株予約権証券への投資は、取得時において投資信託財産の

純資産総額の 20％以下とします。（マザーファンド約款第 14条第 4項） 

４）同一銘柄への株式への投資は、取得時において投資信託財産の純資産総額の 10％以

下とします。（マザーファンド約款第 18条第 1項） 

５）同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資は、取得時において投資

信託財産の純資産総額の 5％以下とします。（マザーファンド約款第 18条第 2項） 

６）投資信託証券への投資は、投資信託財産の純資産総額の 5％以下とします。（マザー

ファンド約款第 14条第 5項） 

７）同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ３第 1 項第 7

号および第 8 号の定めがあるものへの投資は、取得時において投資信託財産の純資

産総額の 10％以下とします。（マザーファンド約款第 18条第 3項） 

８）公社債の空売りは行わないものとします。（マザーファンド約款「運用の基本方針」） 

９）先物取引等の運用指図（マザーファンド約款第 20条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内にお
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いて行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプシ

ョン取引（証券インデックス・オプション取引を含みます。）ならびに外国の市場

におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。な

お、選択権取引は、オプション取引に含めるものとします(以下同じ。)。 

(b) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内にお

いて行われる通貨に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場にお

ける通貨に係る先物取引およびオプション取引を行うことの指図をすることがで

きます。 

(c) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内にお

いて行われる金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場にお

けるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。 

１０）スワップ取引の運用指図（マザーファンド約款第 21条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった

通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもと

に交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図をするこ

とができます。 

(b) スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間

を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能

なものについてはこの限りではありません。 

(c) スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出し

た価額で評価するものとします。 

(d）委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認

めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

１１）金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図（マザーファンド約款第 22条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡

取引および為替先渡取引を行うことの指図をすることができます。 

(b) 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が原則

として信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で

全部解約が可能なものについてはこの限りではありません。 

(c) 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金

利等をもとに算出した価額で評価するものとします。 

(d) 委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり、担保の提供ある

いは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うもの

とします。 

１２）信用取引（マザーファンド約款第 19条） 

(a) 委託会社は投資信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売

付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済については、株

券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

(b) 前記(a)の信用取引の指図は、当該売付に係る建玉の時価総額が投資信託財産の純

資産総額の範囲内とします。 

(c) 投資信託財産の一部解約等の事由により、前記(b)の売付に係る建玉の時価総額が

投資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、

その超える額に相当する売付の一部を決済するための指図をするものとします。 

１３）特別の場合の外貨建有価証券への投資制限(マザーファンド約款第 26条) 
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外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要

と認められる場合には、制約されることがあります。 

１４）公社債の借入れ（マザーファンド約款第 25条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図

をすることができます。なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が

必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うものとします。 

(b) 前記(a)の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総

額の範囲内とします。 

(c) 投資信託財産の一部解約等の事由により、前記(b)の借入れに係る公社債の時価総

額が投資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速や

かに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するための指図をす

るものとします。 

(d) 前記(a)の借入れに係る品借料は投資信託財産中から支弁します。 

１５）外国為替予約（マザーファンド約款第 27条） 

(a) 委託会社は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約

取引の指図をすることができます。 

(b) 前記(a)の予約取引の指図は、投資信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約

の合計額との差額につき円換算した額が、投資信託財産の純資産総額を超えない

ものとします。ただし、投資信託財産に属する外貨建資産について、為替変動リ

スクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りではありま

せん。 

(c) 前記(b)の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内に、そ

の超える額に相当する為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取

引の指図をするものとします。 
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３【投資リスク】 
 

(1)当ファンドのリスク 

当ファンドの主なリスクおよび留意点は以下のとおりです。 

① 価格変動リスク 

当ファンドは、主として株式等値動きのある証券に投資しますので、基準価額は株式

市場の動向等により変動します。株式市場が下落する局面では、同じように基準価額

も下落する傾向があります。当ファンドは、投資元本が保証されているものではなく、

また、預金保険の対象および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資

信託財産に生じた利益および損失は、全て受益者に帰属します。 

１）株価変動リスク 

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。

株価は短期的または長期的に大きく下落することがあります。株式市場には株価の

上昇と下降の波があり、これが繰り返される傾向にあります。現時点で価格が上昇

傾向であっても、その傾向が今後も継続する保証はありません。組入銘柄の株価が

大きく下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。 

２）信用リスク 

株式および債券等の有価証券の発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投

資資金が回収できなくなる可能性があります。また、債券等への投資を行う場合に

は、発行体の債務不履行や支払遅延等が発生する場合があり、基準価額の下落要因

となります。 

３）解約資金の流出に伴うリスク 

短期間に大量の解約申込があった場合には、解約資金を手当てするため組入有価証

券を市場実勢より大幅に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、

基準価額が下落する要因となります。 

４）為替変動リスク 

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替

レートの変動の影響を受けます。為替レートは、各国の金利変動、政治・経済情勢、

為替市場の需給、その他の要因により大幅に変動することがあります。組入外貨建

資産について、当該外貨の為替レートが円高方向に進んだ場合には、基準価額が下

落する要因となります。 

５）カントリーリスク 

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、通貨規制、資本規制、また天

災地変等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな規制が設けら

れた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、方針に沿った運用が困難になる

ことがあります。 

６）投資対象国における税制変更に関するリスク  

当ファンドは、マザーファンドを通じてインドの証券取引所に上場している株式を

主要な投資対象としており、インド株式等への投資部分に対してはインドの税制に

従って課税されます。平成 16年 10月 29 日現在、インドにおいては非居住者による

1 年を超えない保有有価証券の売買益に対して 10％のキャピタル・ゲイン課税が適

用されております。将来これらの税率、課税方法が変更、および新たな税制が適用

された場合には、基準価額に影響を与える可能性があります。 
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７）その他 

当ファンドが投資する公社債、および短期金融商品に債務不履行が発生した場合、

または予測される場合には、当該公社債および短期金融商品の価格が下落し、基準

価額が下落する要因となります。 

② デリバティブ取引のリスク 

当ファンドはデリバティブに投資することがあります。デリバティブの運用には、ヘ

ッジする商品とヘッジされるべき資産との間に相関性を欠いてしまう可能性、流動性

を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスクなど様々なリスクが伴います。これら

の運用手法は、投資信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する目的のみなら

ず、効率的な運用に資する目的でも用いられることもありますが、実際の価格変動が

委託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失を被るリスクを伴います。 

③ 法令・税制・会計等の変更の可能性にかかわる留意点 

法令・税制・会計方法は今後変更される可能性があります。 

④ その他の留意点 

取得申込者から販売会社に申込金が支払われた場合であっても、販売会社より委託会

社に対して申込代金の払込みが現実になされるまでは、当ファンドも委託会社もいか

なる責任も負わず、かつ、その後、受託会社に払込がなされるまでは、取得申込者は

受益証券および受益証券上のいかなる権利も取得しません。 

一部解約金、収益分配金および償還金の支払いは全て販売会社を通じて行われます。

委託会社は、それぞれの場合においてその金額を販売会社に対して支払った後は、受

益者への支払いについての責任を負いません。 

委託会社は、販売会社とは別法人であり、委託会社は設定・運用を善良なる管理者の

注意をもって行う責任を負担し、販売会社は販売（申込代金の預り等を含みます。）に

ついて、それぞれ責任を負担しており、互いに他について責任を負担しません。 

 

(2)投資リスクに対する管理体制 

 

ポートフォリオ  

各運用拠点のチーフ・  

インベストメント・オフィサー

コンプライアンス・

オフィサー  

ポートフォリオ分析チーム  

顧客担当マネジャー  

法令・諸規則等の遵守  

状況をチェック  

ポートフォリオの分析  

  運用ガイドラインの  

  遵守状況等のチェック  

運用ガイドラインの遵守状況およびパフォーマンス等をチェック  

 

 

投資リスクの管理は、各運用拠点のチーフ・インベストメント・オフィサー（CIO）、コン

プライアンス・オフィサー、顧客担当マネジャー、ロンドンに本拠を置くポートフォリオ

分析チームによる複眼的な管理体制を採っております。 
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また、効率的な管理を行うためにポートフォリオモニタリングシステムが整備されており、

各担当者が共通のインフラにアクセスして投資リスクを管理する体制となっております。 

 

各運用拠点のチーフ・インベストメント・オフィサー（CIO）は、主に運用ガイドラインの

遵守およびパォーマンス等のポートフォリオの運用状況の管理を行います。 

 

コンプライアンス・オフィサーは運用部門からは完全に独立しており、法令・諸規則等の

遵守状況のモニタリングを行っております。 

 

顧客担当マネジャーは、主にポートフォリオモニタリングシステムを通じ、ポートフォリ

オの運用状況を把握しており、必要な場合、運用部門に対し改善を求める権限を持ってお

ります。改善の要求と結果は、コンプライアンス・オフィサーにも同様に報告されます。 

 

ポートフォリオ分析チームは、ポートフォリオの各種リスク特性を示す要因分析を行い定

期的にチーフ・インベストメント・オフィサー（CIO）、担当ファンドマネジャー、コンプ

ライアンス・オフィサー、顧客担当マネジャーに対し分析結果が報告されます。 

 

その他、ＨＳＢＣグループの監査部門による内部監査・監査法人による外部監査も行われ

ており、各部門が法令・諸規則および社内業務規程に則って運営されているかどうかにつ

いてチェックされ、業務方法および管理体制、運営全般についての精査が行われておりま

す。 

 

※ 投資リスクに対する管理体制は、平成 17年 7月末現在のものであり、今後、変更とな

る可能性があります。 
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４【手数料等及び税金】 
 

(1)【申込手数料】 

お申込口数、お申込金額またはお申込代金等に応じて、取得申込受付日の翌営業日の基

準価額に 3.675％（税抜 3.50％）を上限とした販売会社が個別に定める率を乗じて得た

額とします。なお、申込手数料には消費税等相当額が加算されております。 

販売会社が個別に定める率については、販売会社または下記の委託会社へお問い合わせ

ください。 

ＨＳＢＣ投信株式会社 

電話番号：03-5203-3980 

（受付時間：委託会社の毎営業日の午前 9時～午後 5時、 

半日営業日は午前 9時～正午まで） 

ホームページ：http://www.hsbc.co.jp/ 

 

分配金の受取方法により、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の 2つのコース

があります。ただし、申込取扱場所によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合

がありますので、詳しくは各販売会社または上記照会先までにお問い合わせください。 

 

「一般コース」を選択した投資者は、申込金額（取得申込受付日の翌営業日の基準価額

×取得申込の口数）に、申込手数料（税込）を加算した額を申込代金として販売会社に

支払うものとします。 

「自動けいぞく投資コース」を選択した投資者は、申込代金を申し込みの販売会社に支

払うものとします。（申込手数料および当該申込手数料に係る消費税等相当額は申込代

金から差し引かれます。） 

なお、「自動けいぞく投資コース」で収益分配金を自動的に再投資する際の買付単位は 1

口単位となり、無手数料で取扱います。 

 

(2)【換金（解約）手数料】 

換金（解約）請求には手数料はかかりません。 

 

(3)【信託報酬等】 

① 信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、投資信託財産の純資産総額

に年 2.10％（税抜年 2.00％）の率を乗じて得た金額を費用として計上します。信託報

酬に係る消費税等相当額を信託報酬支弁のときに投資信託財産中から支弁します。 

② 前記の信託報酬は、毎計算期間の最初の６ヶ月終了日、毎計算期末または信託終了の

とき投資信託財産中から支弁するものとします。 

  信託報酬の実質的な配分は次のとおりです。 

委託会社 販売会社 受託会社 

年 1.26％ 

（税抜年 1.20％） 

年 0.735％ 

（税抜年 0.70％）

年 0.105％ 

（税抜年 0.10％） 

  なお、委託会社の報酬には、ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）リミテッドへの

投資顧問報酬（年 0.40％）が含まれています。 
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(4)【その他の手数料等】 

当ファンドから支払われる費用には以下のものがあります。（ただし、これらに限定され

るものではありません。） 

① 株式等の売買委託手数料、先物取引やオプション取引等に要する費用 

② 外貨建資産の保管費用 

③ 借入金の利息、融資枠の設定に要する費用 

④ 投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する費用、ならびに受託会社の立替

えた立替金の利息 

⑤ その他以下の諸費用 

１）受益証券の管理事務に関連する費用（券面の作成、印刷および交付に係る費用を含

みます。） 

２）有価証券届出書、有価証券報告書、半期報告書、臨時報告書の作成、印刷および提

出に係る費用 

３）目論見書および要約目論見書の作成、印刷および交付に係る費用 

４）投資信託約款の作成、印刷および届出に係る費用 

５）運用報告書の作成、印刷および交付に係る費用 

６）当ファンドの受益者に対してする公告に係る費用ならびに投資信託約款の変更また

は信託契約の解約に係る事項を記載した書面の作成、印刷および交付に係る費用 

７）当ファンドの監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用 

 

委託会社は、前記⑤記載の諸費用の支払いを投資信託財産のために行い、支払金額の支弁

を投資信託財産から受けることができます。この場合、委託会社は、現に投資信託財産の

ために支払った金額の支弁を受ける際、あらかじめ、受領する金額に上限を付することが

できます。また、委託会社は実際に支払う金額の支弁を受けるにあたり、かかる諸費用の

金額を、あらかじめ、合理的に見積もったうえで、実際の費用額にかかわらず固定率また

は固定金額にて投資信託財産からその支弁を受けることもできます。かかる諸費用の上限、

固定率または固定金額を定める場合、委託会社は、投資信託財産の規模等を考慮して、信

託の設定時または期中に、上限、固定率または固定金額を合理的に計算された範囲内で変

更することができます。固定率または固定金額を定める場合、かかる諸費用の額は、計算

期間を通じて毎日、投資信託財産に計上され、毎計算期間の最初の 6 ヶ月終了日および毎

計算期末または信託終了のとき当該諸費用に係る消費税等相当額とともに投資信託財産中

から支弁します。 

 

委託会社は、かかる諸費用の合計額をあらかじめ合理的に見積もった結果、投資信託財産

の純資産総額に年率 0.2％を乗じて得た額をかかる諸費用の合計額とみなして、投資信託財

産から支弁を受けるものとします。委託会社は、投資信託財産の規模等を考慮して、信託

の設定時または期中に、随時かかる諸費用の年率を見直し、年率 0.2％を上限としてこれを

変更することができます。 

 

なお、前記④の信託事務の処理等に要する諸費用は、マザーファンドに関連して生じた諸

費用のうちマザーファンドにおいて負担せず、かつ、委託会社の合理的判断によりこの信

託に関連して生じたと認めるものを含みます。 

 

 



 

   

 

31

ＨＳＢＣ インド オープン

(5)【課税上の取扱い】 

日本の居住者である受益者に対する課税については、次のような取扱いになります。 

① 個別元本について 

１）追加型株式投資信託について、受益者毎の信託時の受益証券の価額等（申込手数料

および当該申込手数料に係る消費税等相当額は含まれません。）が当該受益者の元本

（個別元本）にあたります。 

２）受益者が同一ファンドの受益証券を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者

が追加信託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出され

ます。 

３）ただし、保護預りでない受益証券および記名式受益証券については各受益証券毎に、

同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については各販売会社毎に、個別元

本の算出が行われます。また、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンド

を取得する場合は当該支店等毎に、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の

両コースで取得する場合はコース別に、個別元本の算出が行われる場合があります。 

４）受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該

特別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。（「特別分

配金」については、下記の（収益分配金の課税について）をご参照ください。） 

② 一部解約時および償還時の課税について 

一部解約時および償還時の個別元本超過額が課税対象となります。 

③ 収益分配金の課税について 

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱

いになる「特別分配金」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があり

ます。 

受益者が収益分配金を受け取る際、①当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者

の個別元本と同額の場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該

収益分配金の全額が普通分配金となり、②当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受

益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が特別分配金となり、

当該収益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金となります。 

なお、受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から

当該特別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 

 

◆ 個人、法人別の課税の取扱いについて 

① 個人の受益者に対する課税 

１）収益分配金に対する課税 

個人の受益者が支払いを受ける収益分配金について、10％（所得税 7％および地方税

3％）の税率による源泉徴収が行われ、申告不要制度が適用されます。なお、確定申告

を行い総合課税を選択することもできます。収益分配金のうち所得税法上課税対象と

なるのは普通分配金のみであり、特別分配金は課税されません。 

２）一部解約時および償還時の課税 

一部解約時および償還時の個別元本超過額については、10％（所得税 7％および地方税

3％）の税率による源泉徴収が行われ、申告不要制度が適用されます。なお、一部解約

時の一部解約金または償還時の償還金が個別元本を下回っている場合には確定申告を

行うことにより、当該損金額を株式等の売買益と通算（損益通算）することができま

す。 
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なお、平成 20年 4月 1 日以降は、上記の 10％（所得税 7％および地方税 3％）の税率は

20％（所得税 15％および地方税 5％）となることが予定されています。 

 

② 法人の受益者に対する課税 

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに

一部解約時および償還時の個別元本超過額については、平成 20 年 3 月 31 日までは所

得税 7％（地方税の徴収はありません。）となります。なお、平成 20年 4月 1 日以降は

所得税 15％（地方税の徴収はありません。）の税率で源泉徴収※され法人の受取額とな

ることが予定されています。収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分

配金のみであり、特別分配金は課税されません。 

※ 源泉税は所有期間に応じて法人税額から控除 

 

（注）上記の内容は平成 17年 7月末現在のものであり、税法等が改正された場合には、変

更になることがあります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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５【運用状況】 

以下は平成 17年 7月 29 日現在の運用状況であります。 

また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

(1)【投資状況】 

ＨＳＢＣ インド オープン 

資産の種類 国および地域 時価合計（円） 
投資比率
（％） 

外貨建株式親投資信託受益証券 日本 45,053,043,819 100.28

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― △126,408,193 △0.28

合計（純資産総額） ― 44,926,635,626 100.00

 

（参考）ＨＳＢＣ インド マザーファンド 

資産の種類 国および地域 時価合計（円） 
投資比率
（％） 

インド 38,114,632,946 84.60

ケイマン島 1,308,630,000 2.90株式 

小 計 39,423,262,946 87.50

新株予約権証券 インド 1,241,507,833 2.76

社債券 インド 783,362,066 1.74

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 3,605,155,371 8.00

合 計（純資産総額） 45,053,288,216 100.00

 

(2)【運用実績】 

①【純資産の推移】 

平成 17年 7月 29 日及び同日前 1年以内における各月末（設定来）の純資産の推移は次

のとおりです。 

純資産総額（百万円） １口当たり純資産額（円）
計算期間 

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

平成 16年 11月末日 2,199 － 1.0000 －

平成 16年 12月末日 8,087 － 1.1364 －

平成 17年 01月末日 11,837 － 1.1120 －

平成 17年 02月末日 15,191 － 1.1664 －

平成 17年 03月末日 17,600 － 1.1348 －

平成 17年 04月末日 22,703 － 1.1156 －
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平成 17年 05月末日 27,928 － 1.1902 －

平成 17年 06月末日 34,587 － 1.2775 －

平成 17年 07月末日 44,926 － 1.3952 －

 

②【分配の推移】 

    該当事項はありません。 

 

③【収益率の推移】 

計算期間 収益率（％） 

第1期（中間期） 19.8 

 

(3)【設定及び解約の実績】 

下記計算期間中の設定および解約の実績および当該決算期末の発行済口数は次のとお

りです。 

計算期間 設定口数 解約口数 発行済口数 

第 1期（中間期） 25,415,700,923 2,136,261,481  23,279,439,442 

（注１）本邦外において設定および解約の実績はありません。 

（注２）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。 
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６【管理及び運営】 
 

(1)【資産管理等の概要】 

①【資産の評価】 

１）基準価額の計算方法 

基準価額とは、投資信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入有

価証券を除きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して

得た投資信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」と

いいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。 

基準価額の計算にあたり、外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有

価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）の円換算につい

ては、原則としてわが国における当日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算し

ます。なお、予約為替の評価は、原則としてわが国における計算日の対顧客先物売

買相場の仲値によるものとします。 

基準価額は委託会社の営業日において日々算出され、委託会社および販売会社で入

手できます。また、基準価額は翌日の日本経済新聞朝刊にも「インド」の略称で掲

載されます。なお、基準価額は 1万口単位で表示されたものが公表されます。 

基準価額に関しては、販売会社または下記の委託会社へお問い合わせください。 

ＨＳＢＣ投信株式会社 

電話番号：03-5203-3980 

（受付時間：委託会社の毎営業日の午前 9時～午後 5時、 

半日営業日は午前 9時～正午まで） 

②【申込（販売）手続等】 

１）受益証券の取得申込者は、原則として、申込期間中の販売会社の各営業日の営業時

間内に、「一般コース」の場合は 1万口以上 1万口単位、「自動けいぞく投資コース」

の場合は、1 万円以上 1 円単位で購入することができます。（取扱いコースおよび申

込単位は販売会社によって異なります。詳細につきましては、各販売会社または上

記の委託会社へお問い合わせください。）取得申込の受付は、営業日の午後 3時（年

末年始など本邦証券取引所が半休日の場合は午前11時）までに、取得申込が行われ、

かつ、当該取得申込の受付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日

の受付分として取扱い、当該受付時間を過ぎた場合は翌営業日の受付となります。

ただし、取得申込日がインド、香港の証券取引所のいずれかの休場日の場合には、

取得申込の受付は行いません。証券取引所における取引停止、外国為替取引の停止

その他やむを得ない事情（投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、

重大な政策変更および規制の導入、税制の変更、自然災害、クーデター、重大な政

治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖または流動性の極端な減少ならびに資金

の受渡しに関する障害等）が発生し、委託会社が追加設定を制限する措置をとった

場合には、委託会社の判断により、取得申込の受付の中止、すでに受け付けた取得

申込の取消しまたはその両方を行うことができます。 

２）「一般コース」を選択した場合には、申込代金（販売価額）は、申込金額（取得申込

受付日の翌営業日の基準価額×取得申込の口数）に、申込手数料（税込）を加算し

た金額となります。「自動けいぞく投資コース」を選択した場合には、申込代金を申

し込みの販売会社に支払うものとします（申込手数料および当該申込手数料に係る

消費税等相当額は、申込代金から差し引かれます。）。上記にかかわらず、「自動けい
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ぞく投資コース」で収益分配金を自動的に再投資する際の買付単位は 1 口単位とな

り、無手数料で取扱います。 

③【換金（解約）手続等】 

信託期間中の換金は、原則としていつでも可能です。ただし、一部解約の実行の請求日

がインド、香港の証券取引所のいずれかの休場日の場合には、一部解約の実行の請求は

受付けません。換金の方法は、信託契約の一部解約の実行の請求となります。受益者は、

自己の有する受益証券につき、委託会社に 1 万口単位（別に定める契約に係る受益証券

については 1 口単位）をもって一部解約の実行を請求することができます。受益者が一

部解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し受益証券をもって行うものとします。 

一部解約の実行の請求の受付は、販売会社の営業日の午後 3 時（年末年始のような本邦

証券取引所が半休日の場合は午前 11 時）までに、一部解約の実行の請求が行われ、かつ、

当該請求の受付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分として

取扱い、当該受付時間を過ぎた場合は翌営業日の受付となります。 

 

委託会社は、一部解約の実行の請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約し

ます。一部解約の価額は、一部解約の請求受付日の翌営業日の基準価額とします。受益

者の受取金額は、基準価額に一部解約口数を乗じて得た金額から基準価額が個別元本※1

を超えている場合には、その超過額に一部解約口数を乗じて得た額に対する所得税およ

び地方税額を差し引いた金額※2となります。当該金額は請求を受付けた日から起算して、

原則として５営業日目以降から販売会社の各営業所等において受益者に支払います。 

※１ 「個別元本とは」、受益者毎の信託時の受益証券の価額等（申込手数料および当

該申込手数料に係る消費税等相当額は含まれません。）をいいます。詳細は、前記 

第 1 ファンドの状況 ４ 手数料等及び税金（5）「課税上の取扱い」をご参照く

ださい。 

※２ 源泉税額は、個人の受益者については 10％（所得税 7％および地方税 3％）、法

人の受益者については 7％（所得税 7％）となります。なお、平成 20年 4月 1 日

以降は、個人の受益者については 20％（所得税 15％および地方税 5％）、法人の受

益者については 15％（所得税 15％）となることが予定されております。 

 

また、上記の税率は平成 17年 7月末現在のものであり、税法等の改正により、変更にな

ることがあります。 

 

解約価額は、毎営業日に計算され、販売会社または下記の委託会社への問い合わせが可

能です。 

ＨＳＢＣ投信株式会社 

電話番号：03-5203-3980 

（受付時間：委託会社の毎営業日の午前 9時～午後 5時、 

半日営業日は午前 9時～正午まで） 

 

委託会社は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない

事情（投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更および規

制の導入、税制の変更、自然災害、クーデター、重大な政治体制の変更、戦争等）によ

る市場の閉鎖または流動性の極端な減少ならびに資金の受渡しに関する障害、コンピュ

ータの誤作動等により決済が不能となった場合、基準価額の計算が不能となった場合等）



 

   

 

37

ＨＳＢＣ インド オープン

が発生したときは、一部解約の実行の請求の受付を中止することができます。一部解約

の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当日の

一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を

撤回しない場合には、当該受益証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の

最初の基準価額の計算日に一部解約の実行を受付けたものとして上述に準じて計算され

た価額とします。 

④【保管】 

受益者は、自動けいぞく投資契約または保護預り契約に基づいて、受益証券を販売会

社に保管（保護預り）させることができます。 

保護預りの場合、受益証券は混蔵保管され、受益者に対しては販売会社から預り証等

が交付されます。 

保護預りを行わない場合、受益証券は、受益者の責任において受益者により保管され

ます。盗難や紛失等の事故を防ぐため、保護預りのご利用をお勧めします。 

なお、委託会社は、無記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託会社の定める手続

きによって公示催告による除権判決の謄本を添え再交付を請求したときは、無記名式

の受益証券を再交付し、記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託会社の定める手

続きにより再交付を請求したときは、記名式の受益証券を再交付します。 

また、受益証券を毀損または汚損した受益者が、受益証券を添え、委託会社の定める

手続きにより再交付を請求したときは、委託会社は、受益証券を再交付します。ただ

し、真偽を鑑別しがたいときは、上記の受益証券の再交付の手続きを準用します。 

受益証券を再交付するときは、委託会社は受益者に対して実費を請求することができ

ます。 

⑤【信託期間】 

ファンドの信託期間は無期限とします。ただし、下記⑦その他 １)信託の終了(a)、

(g)、(h)および(j)に該当する事由が生じた場合には、信託を終了することができます。 

⑥【計算期間】 

原則として、毎年11月30日から翌年11月29日までとします。上記にかかわらず、各計

算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計算

期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものと

します。 

なお、上記にかかわらず、最終計算期間の終了日は、下記⑦その他 １）信託の終了

(a)、(g)、(h)および(j)に該当した信託期間の終了日とします。 

⑦【その他】 

１）信託の終了 

次の場合は信託終了日前に信託契約を解約し、当該信託を終了させる場合があります。 

(a) 委託会社は、信託期間中において、信託契約の一部解約により受益権の口数が 10

億口を下回ることとなった場合、またはこの信託契約を解約することが受益者の

ため有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託

会社と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

この場合において、委託会社は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に

届け出ます。 

(b) 委託会社は、前記（a）の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告

し、かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対し

て交付します。ただし、この信託契約に係るすべての受益者に対して書面を交付
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したときは、原則として、公告を行いません。 

(c) 前記（b）の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会

社に対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らな

いものとします。 

(d) 前記（c）の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数

の二分の一を超えるときは、前記（a）の信託契約の解約をしません。 

(e) 委託会社は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およ

びその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に

対して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原

則として、公告を行いません。 

(f) 前記（c）から（e）までの事項は、投資信託財産の状態に照らし、真にやむを得

ない事情が生じている場合であって、前記（c）の一定の期間が一月を下らずにそ

の公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用しません。 

(g) 委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令

にしたがい、信託契約を解約し、信託を終了させます。 

(h) 委託会社が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃

止したときは、委託会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

(i) 前記（h）にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の

投資信託委託業者に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、下記２）の（d）

に該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と受託会社の間において存続しま

す。 

(j) 受託会社は、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この

場合、委託会社は、下記２）の投資信託約款の変更にしたがい、新受託会社を選

任します。委託会社が新受託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契

約を解約し、信託を終了させます。 

２）投資信託約款の変更 

(a) 委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が

発生したときは、受託会社と合意のうえ、この投資信託約款を変更することがで

きるものとし、あらかじめ、変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届

け出ます。 

(b) 委託会社は、前記（a）の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あら

かじめ変更しようとする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載

した書面をこの投資信託約款に係る知られたる受益者に対して交付します。ただ

し、この投資信託約款に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則

として、公告を行いません。 

(c) 前記（b）の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会

社に対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らな

いものとします。 

(d) 前記（c）の一定期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の

二分の一を超えるときは、前記（a）の投資信託約款の変更を行いません。 

(e) 委託会社は、当該投資信託約款の変更を行わないこととしたときは、変更しない

旨およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受

益者に対して交付します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、

原則として、公告を行いません。 
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(f) 委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの投資信託約款を変更しようとすると

きは、前記（a）から（e）までの事項にしたがいます。 

３）公告 

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

４）関係法人との契約の更改に関する手続き等 

委託会社と販売会社との間で締結する「募集・販売等に関する契約」（別の名称で同

様の権利義務を規定する契約を含みます。）は、契約期間満了 3ヶ月前までに、当事

者の別段の意思表示の無い限り、原則として 1 年毎に自動的に更新されるものとし

ます。また、委託会社と投資顧問会社との間で締結する「投資一任契約」（別の名称

で同様の権利義務を規定する契約を含みます。）は、当事者の別段の意思表示の無い

限り、原則として解約するまで効力を有するものとします。各々の契約書は当事者

間の合意により変更することができます。 

５）運用報告書 

委託会社は、ファンドの毎計算期間終了日毎および信託終了のときに運用報告書を

作成し、販売会社を通じて当該投資信託財産に係る知られたる受益者に対して交付

します。 

６）反対者の買取請求権 

委託会社が信託契約の解約または投資信託約款の変更を行う場合において、受益者

は一定の期間内に委託会社に対して異議を述べることができます。この場合、異議

を述べた受益者は、受託会社に対し、自己の有する受益証券を、投資信託財産をも

って買い取るべき旨を請求することができます。 

 

(2)【受益者の権利等】 

当ファンドの受益権は、その取得口数に応じて、取得申込者に帰属します。この受益権は、

信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。受益権の有する主な権

利は以下のとおりです。なお、投資信託約款には受益者集会に関する規定はありません。

また、ファンド資産に生じた利益および損失は、全て受益者に帰属します。 

① 収益分配金に対する請求権 

受益者は、委託会社の決定した収益分配金を持分に応じて請求する権利を有します。

収益分配金は、毎計算期間の終了日後１ヶ月以内の委託会社の指定する日（原則とし

て決算日（決算日が休業日の場合は当該決算日の翌営業日）から起算して 5 営業日目

以降）から収益分配金交付票と引換えに受益者に支払います（一般コースの場合）。 

収益分配金の支払いは、販売会社の各営業所等において行います。 

受益者が収益分配金について支払開始日から 5 年間その支払いを請求しないときは、

その権利を失い、委託会社が受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属する

ものとします。 

なお、自動けいぞく投資コースの場合、収益分配金は、税金を差し引いた後、自動け

いぞく投資契約に基づいて無手数料で再投資されます。 

② 償還金に対する請求権 

受益者は、持分に応じて償還金を請求する権利を有します。 

償還金は、信託終了日後１ヶ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（償

還日が休業日の場合は当該償還日の翌営業日）から起算して 5 営業日目以降）から受

益証券と引換えに受益者に支払います。償還金の支払いは、販売会社の各営業所等に

おいて行います。受益者への支払いについては、委託会社は当該販売会社に対する支
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払いをもって免責されるものとします。 

受益者が、信託終了による償還金について支払開始日から 10年間その支払いを請求し

ないときは、その権利を失い、委託会社が受託会社から交付を受けた金銭は、委託会

社に帰属するものとします。 

③ 一部解約実行請求権 

受益者は、一部解約の実行を投資信託約款の規定および本書の記載にしがたって請求

することができます。一部解約金の支払いは、販売会社の各営業所等において行うも

のとします。受益者への支払いについては、委託会社は当該販売会社に対する支払い

をもって免責されるものとします。 

④ 反対者の買取請求権 

委託会社が信託契約の解約または投資信託約款の変更を行う場合において、受益者は

一定の期間内に委託会社に対して異議を述べることができます。この場合、異議を述

べた受益者は、受託会社に対し、自己の有する受益証券を、投資信託財産をもって買

い取るべき旨を請求することができます。 

⑤ 帳簿閲覧権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内に当ファンドの投資信託財産に関する帳

簿書類の閲覧を請求することができます。 

 

 



 

   

 

41

ＨＳＢＣ インド オープン

第２【ファンドの経理状況】 
 

（1）当ファンドの中間財務諸表は、第 1 期中間計算期間（平成 16年 11月 30 日から平成 17年 5

月 29 日まで）について、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52年大蔵省令第 38号）並びに同規則第 38条の 3及び第 57条の 2の規定により、「投資信託

財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平

成 12年総理府令第 133 号）に基づいて作成しております。 

なお、中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、円単位で表示してお

ります。 

 

(2)  当ファンドは、証券取引法第 193条の 2 の規定に基づき、第 1 期中間計算期間（平成 16年

11月 30 日から平成 17年 5月 29 日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による

中間監査を受けております。 
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１.【中間財務諸表】 

 

(1）【中間貸借対照表】 

期 別 
第1期中間計算期間末 

（平成17年5月29日現在） 

 科 目 金額（円） 

資産の部  

流動資産  

金銭信託 326,440,657 

親投資信託受益証券 27,793,402,817 

未収入金 146,620,008 

流動資産合計 28,266,463,482 

資産合計 28,266,463,482 

負債の部  

流動負債  

未払解約金 215,242,066 

未払受託者報酬 7,749,907 

未払委託者報酬 147,248,205 

その他未払費用 8,192,162 

流動負債合計 378,432,340 

負債合計 378,432,340 

純資産の部  

元本  

元本 23,279,439,442 

剰余金  

中間剰余金 4,608,591,700 

剰余金合計 4,608,591,700 

純資産合計 27,888,031,142 

負債・純資産合計 28,266,463,482 
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(2）【中間損益及び剰余金計算書】 

期 別
第1期中間計算期間 

（自 平成16年11月30日 
    至 平成17年 5月29日） 

 科 目 金額（円） 

経常損益の部  

営業損益の部  

営業収益  

有価証券売買等損益 2,106,616,113 

営業収益合計 2,106,616,113 

営業費用  

受託者報酬 7,749,907 

委託者報酬 147,248,205 

その他費用 8,192,162 

営業費用合計 163,190,274 

営業利益 1,943,425,839 

経常利益 1,943,425,839 

中間純利益 1,943,425,839 

一部解約に伴う中間純利益分配額 138,039,979 

期首剰余金  － 

剰余金増加額 2,986,089,420 

（当中間期追加信託に伴う剰余金増加額） (2,986,089,420) 

剰余金減少額 182,883,580 

（当中間期一部解約に伴う剰余金減少額） (182,883,580) 

分配金 － 

中間剰余金 4,608,591,700 
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重要な会計方針 

        期 別  第1期中間計算期間 

 項 目 
（自 平成16年11月30日 

  至 平成17年 5月29日） 

親投資信託受益証券 １．有価証券の評価基準   

及び評価方法 

 

 

 

移動平均法に基づき、時価で評価しております。 

時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の

基準価額に基づいて評価しております。 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

第1期中間計算期間末 
（平成17年 5月29日現在） 

1. 信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本額、期中一部解約元本額 

   

  期首元本額： 2,199,926,867 円

  期中追加設定元本額： 23,215,774,056 円

  期中一部解約元本額： 2,136,261,481 円
 
 

（中間損益及び剰余金計算書関係） 

第1期中間計算期間 
（自 平成16年11月30日 

  至 平成17年 5月29日） 

1. 受託会社との取引高 
  

営業取引（受託者報酬） 7,749,907円
  

2. 信託財産の運用の指図に係る権限の全部 

   又は一部を委託するために要する費用  
  

 29,523,505円
  
 

（有価証券関係） 

第 1期中間計算期間末（平成 17年 5月 29 日現在） 

 該当事項はございません。 

 

(デリバティブ取引等関係） 

第 1期中間計算期間末（平成 17年 5月 29 日現在） 

 該当事項はございません。 
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（1口当たり情報） 

第1期中間計算期間末 
（平成17年 5月29日現在） 

1口当たりの純資産額 
（1万口当たりの純資産額） 

1.1980円
（11,980円）
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参考情報 

 

「ＨＳＢＣインドオープン」は、「ＨＳＢＣ インド マザーファンド」受益証券を投資対象として

おり、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同マザーファ

ンドの受益証券であります。 

なお、当ファンドの中間計算期間末日における同マザーファンドの状況は次の通りです。 

 

「ＨＳＢＣ インド マザーファンド」の状況 

以下に記載した情報は監査の対象外であります。 

 

貸借対照表 

対象年月日 （平成17年 5月29日現在） 

 科 目 金額（円） 

資産の部  

流動資産  

預金 441,352,943

金銭信託 1,266,591,860

株式 24,665,960,159

新株予約権証券 933,215,573

社債券 645,031,780

派生商品評価勘定 3,938,000

未収入金 12,119,405

未収配当金 36,430,154

流動資産合計 28,004,639,874

資産合計 28,004,639,874

負債の部 

流動負債 

未払金 65,405,211

 未払解約金 146,620,008

流動負債合計 212,025,219

負債合計 212,025,219

純資産の部 

元本 

元本 22,809,522,214

剰余金 

剰余金 4,983,092,441

剰余金合計 4,983,092,441

純資産合計 27,792,614,655

負債・純資産合計 28,004,639,874
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重要な会計方針 

      対象年月日 （自 平成16年11月30日 

 項目   至 平成17年 5月29日） 

１．有価証券の評価基準     

及び評価方法 

(1)株式および新株予約権証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価して

おります。 

時価評価にあたっては、証券会社、銀行等の提示

する価額（但し、売気配相場は使用しない）、 又

は価格情報会社の提供する価額で評価しておりま

す。 

 

 (2)社債券 

個別法に基づき、原則として時価で評価しており

ます。 

時価評価にあたっては、証券会社、銀行等の提示

する価額（但し、売気配相場は使用しない）、 又

は価格情報会社の提供する価額で評価しておりま

す。 

 

２. デリバティブ等の評価基準及

び評価方法 

外国為替予約取引 

原則として、わが国における計算期間末日の対顧客

先物売買相場の仲値によって計算しております。た

だし、為替予約のうち対顧客先物売買相場が発表さ

れていない通貨については、対顧客電信売買相場の

仲値によって計算しております。 

 

３. 収益及び費用の計上基準 受取配当金 

原則として、株式の配当落ち日において、その金額

が確定している場合には当該金額を計上し、未だ確

定していない場合には入金日基準で計上しており

ます。   

 

４. その他 (1)外貨建資産等の処理基準 

「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算

書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」第

60条及び第61条にしたがって処理しております。 

 

 (2)計算期間の取扱い 

当親投資信託の計算期間は原則として11月30日か

ら翌年11月29日までとなっております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（平成17年 5月29日現在） 

1. 本半期報告書における開示対象ファンドの期首における当親投資信 

  託の元本額：                  2,199,926,867円 
  

期中追加設定元本額： 22,663,839,554 円

期中一部解約元本額： 2,054,244,207 円

元本額： 22,809,522,214 円
    
元本の内訳：* 

 ＨＳＢＣインドオープン 22,809,522,214 円
  
*は当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本であります。 

 

（有価証券関係） 

（平成 17年 5月 29 日現在） 

 該当事項はございません。 

 

（デリバティブ取引等関係） 

 取引の時価等に関する事項 

（通貨関連） 

（平成 17年 5月 29 日現在） 

契約額等  時 価 評価損益 
区分 種類 

（円） うち 1年超 （円） （円） 

為替予約取引     

 買建     

市 場 取 引 

以外の取引 

  米ドル 21,572,000 - 21,600,000 28,000

   インドルピー 248,090,000 252,000,000 3,910,000

合    計 269,662,000 - 273,600,000 3,938,000

 

（注）時価の算定方法 

（１） 本報告書における開示対象ファンドの計算期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表され

ている外貨については、以下のように評価しております。 

① 同期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」という。）の対顧客先物相場の仲

値が発表されている場合は、当該為替予約は当該仲値により評価しております。 

② 同期間末日において当該日の対顧客先物相場が発表されていない場合は、以下の方法に

よっております。 

イ）同期間末日において当該日を超える対顧客先物相場が発表されている場合には、発表

されている先物相場のうち当該日にもっとも近い前後２つの対顧客先物相場の仲値

をもとに計算したレートにより評価しております。 

ロ）同期間末日に当該日を超える対顧客先物相場が発表されていない場合には、当該日に

最も近い日付で発表されている対顧客先物相場の仲値により評価しております。 

 

（２） 同期間末日に対顧客先物相場の仲値が発表されていない外貨については、同期間末日の対

顧客相場の仲値により評価しております。 
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（1 口当たり情報） 

（平成17年 5月29日現在） 

1口当たり純資産額 
(1万口当たり純資産額 

1.2185円 
12,185円)
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２.【ファンドの現況】 

以下は平成 17年 7月 29 日現在のファンドの現況であります。 

また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 

(1）純資産額計算書 

Ⅰ 資産総額  45,307,819,076 円 

Ⅱ 負債総額  381,183,450 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ）  44,926,635,626 円 

Ⅳ 発行済数量  32,201,523,397 口 

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ/Ⅳ）  1.3952 円 

 

(2）投資有価証券の主要銘柄 

 
国名/ 
地域 

種類 銘柄名 
数量 

（口数） 
簿価単価
（円） 

簿価金額 
（円） 

評価単価
（円） 

評価金額（円）
投資比率
（％）

１ 日本 
親投資信託

受益証券 

ＨＳＢＣ インド 

マザーファンド 
31,591,784,461 1.2043 38,047,055,057 1.4261 45,053,043,819 100.28

 

投資有価証券の種類別投資比率 

種  類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.28

合 計 100.28

 

(3）投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

(4）その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 
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〈ご参考〉 

「ＨＳＢＣインド マザーファンドⅡ」 

Ⅰ 資産総額  48,269,930,099 円 

Ⅱ 負債総額  3,216,641,883 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ）  45,053,288,216 円 

Ⅳ 発行済数量  31,591,784,461 口 

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ/Ⅳ）  1.4261 円 

 

(2）投資有価証券の主要銘柄 

順位 国／地域 種類 銘柄名 業種 数量
帳簿価額
単価
（円）

帳簿価額
金額
（円）

評価額
単価
（円）

評価額
金額
（円）

投資
比率
（％）

1インド 株式 RELIANCE INDUSTRIES LIMITED コングロマリット 1,976,789 1,471.22 2,908,295,466 1,836.79 3,630,950,220 8.06

2インド 株式 OIL & NATURAL GAS CORP LTD 石油・石炭 723,270 2,346.53 1,697,176,456 2,541.10 1,837,905,736 4.08

3インド 株式 TATA STEEL LIMITED 金属製品 1,795,000 963.42 1,729,353,067 987.30 1,772,207,090 3.93

4インド 株式 MARUTI UDYOG LTD 自動車 1,308,115 1,141.05 1,492,627,001 1,268.97 1,659,965,232 3.68

5インド 株式 HCL TECHNOLOGIES LTD サービス 1,255,892 937.39 1,177,260,898 1,047.13 1,315,087,841 2.92

6ケイマン島株式
HUTCHISON

TELECOMMUNICATIONS
通信 10,000,000 105.99 1,059,918,000 130.86 1,308,630,000 2.90

7インド 株式 MAHINDRA & MAHINDRA LIMITED 自動車 707,500 1,338.53 947,015,988 1,716.07 1,214,123,062 2.69

8インド 株式 CANARA BANK 銀行 1,912,151 565.56 1,081,445,778 633.17 1,210,721,429 2.69

9インド 株式 JSW STEEL LIMITED 鉄鋼 1,492,918 801.15 1,196,052,616 726.80 1,085,053,548 2.41

10インド 株式 TATA CONSULTANCY SVS LTD サービス 304,263 3,218.72 979,338,740 3,378.49 1,027,951,936 2.28

11インド 株式 ITC LTD コングロマリット 227,553 3,620.68 823,897,753 4,445.62 1,011,614,281 2.25

12インド 株式 JET AIRWAYS INDIA LTD 航空 278,967 3,306.41 922,380,558 3,356.40 936,326,512 2.08

13インド 株式 TATA MOTORS LTD 自動車 737,230 1,145.07 844,183,565 1,260.03 928,934,128 2.06

14インド 株式 AMTEK AUTO LIMITED 自動車 1,257,529 453.84 570,718,522 562.81 707,762,471 1.57

15インド 株式 ASSOCIATED CEMENT COS LTD 建設資材 592,361 993.62 588,582,346 1,163.24 689,063,340 1.53

16インド 株式
SUN PHARMACEUTICAL INDUS

LTD
医薬品 423,000 1,272.86 538,422,910 1,586.41 671,053,968 1.49

17インド 株式 HINDUJA TMT LTD サービス 726,625 811.38 589,569,937 915.50 665,227,367 1.48

18インド 株式 INDIAN OIL CORPORATION LTD 石油・石炭 597,500 1,215.81 726,448,805 1,061.20 634,069,987 1.41

19インド 株式 ZEE TELEFILMS LIMITED 放送・出版 1,258,043 398.74 501,633,985 484.44 609,453,899 1.35

20インド 株式 JINDAL STAINLESS LTD 鉄鋼 1,892,640 326.88 618,681,145 316.78 599,557,123 1.33

21インド 株式 INFOSYS TECHNOLOGIES LTD サービス 101,280 5,416.83 548,617,024 5,868.05 594,316,711 1.32

22インド 株式 BAJAJ HINDUSTHAN LD - GDR 食品・日用品 1,675,000 323.91 542,555,280 354.28 593,419,837 1.32

23インド 株式 PATNI COMPUTER SYSTEMS LTD サービス 627,049 936.60 587,295,999 940.09 589,484,689 1.31

24インド 株式 HCL-INFOSYSTEMS LTD サービス 1,077,790 420.37 453,073,734 526.92 567,909,645 1.26

25インド 株式 HINDUSTAN PETROLEUM CORP 石油・石炭 707,920 873.17 618,137,536 787.94 557,804,148 1.24

26インド
新株予約権
証券

MAHINDRA & MAHINDRA (MOR

STA SEC) WRT
自動車 323,750 1,414.26 457,868,378 1,688.99 546,812,367 1.21

27インド 株式 HINDALCO INDUSTRIES LIMITED 非鉄金属 151,000 3,389.35 511,792,160 3,393.75 512,456,552 1.14

28インド 株式 BHARTI TELEVENTURES 通信 679,349 547.11 371,684,677 717.85 487,676,454 1.08

29インド 株式
CHENNAI PETROLEUM CORP

LTD
石油・石炭 850,000 534.15 454,031,127 508.77 432,457,475 0.96

30インド 株式 DR. REDDY'S LABORATORIES 医薬品 178,951 1,925.22 344,520,925 2,129.64 381,101,655 0.85
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投資有価証券の種類別投資比率 

種類 国内／外国 業種
投資比率
（％）

電力・ガス 0.83

建設資材 4.22

化学 0.84

非鉄金属 1.78

鉄鋼 4.62

電気・電子 0.30

電子部品・計器 0.62

エネルギー関連機器・サービス 0.78

工業部品 0.49

機械・エンジニアリング 0.76

自動車 10.81

食品・日用品 2.50

ヘルス・ケア 0.15

繊維・アパレル 1.30

放送・出版 1.35

通信 5.29

航空 2.08

海運業 0.36

銀行 5.76

フィナンシャル・サービス 0.27

石油・石炭 9.34

サービス 13.07

コングロマリット 10.51

金属製品 3.93

医薬品 5.29

その他製造 0.26

 2.76

 1.74

92.00

外国株式

合　　計

新株予約権証券

社債券

 

 

(3）投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

(4）その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 
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第３【その他】 
 

(1)目論見書の表紙にロゴ・マーク、図案を使用し、ファンドの基本的性格を記載する他、届出

書本文第一部「証券情報」、第二部「ファンド情報」の主要内容を要約し、「目論見書の概

要」として、目論見書の冒頭に記載することがあります。また、目論見書の裏表紙に金融

商品の販売等に関する法律に係る重要事項を記載することがあります。 

(2)目論見書の巻末または冒頭に用語解説等を記載することがあります。 

(3)以下の趣旨の事項を目論見書に記載することがあります。 

＜投資信託の仕組み＞ 

投資信託は、多数の投資家のみなさまからお預かりした資金を、みなさまのために利殖の目的で、専門の

機関が株式や公社債などの有価証券に投資し、運用の成果を全てみなさまにお返しするものです。 

・お預かりした資金を大きな資金にまとめ、分散投資します。 

・運用は専門の機関が行います。 

・運用成果は全て投資家のみなさまのものとなります。 

・投資信託財産の保管・管理は、信託銀行が行います。 

＜投資信託の特徴＞ 

投資信託は、その商品性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますようお願い申し上げます。 

・投資信託は預金保険の対象とはなりません。 

・投資信託は金融機関の預金とは異なり、元本を保証するものではありません。 

・投資した資産の減少を含むリスクは、投資信託の購入者が負うことになります。 

・登録金融機関は、証券会社と異なり、投資者保護基金には加入しておりません。 

・お申込みの際は目論見書をご覧ください。 

(4)目論見書は電子媒体として使用される他、インターネット等に掲載されることがあります。 

(5)当ファンドの約款の全文を目論見書の巻末等に記載することがあります。 

(6)要約仮目論見書（本件届出の効力発生後は要約目論見書）を使用することがあります。添付

書類（要約目論見書）を特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第 12条第 1項第 1

号ロに規定する書類（要約目論見書）として、以下にしたがい使用します。 

  （有価証券届出書の効力発生日については、決定次第記載します。） 

(a）要約目論見書は、チラシ、ポスター、パンフレット、ダイレクトメール（はがき、封

書用）、電子媒体として使用される他、新聞、雑誌、書籍およびインターネット等に掲

載されることあります。 

(b）要約目論見書は、使用形態によってレイアウト、用紙および印刷の色、デザイン等が

変更されることがあります。また写真、イラストおよびキャッチコピーを付加して使

用することがあります。 

(c）運用実績として、ファンドの基準価額および対象ベンチマークの推移・騰落率、純資

産総額の推移、銘柄構成、分配金実績の推移を文章、数値、表またはグラフで表示す

ることがあります。その際、ファンドの運用実績は過去の実績であり、将来の結果を

約束するものではない旨を注記します。 

(d）ファンドの保有証券と運用状況に関する情報として、保有株式の業種別、保有上位株

式毎の組入比率、ならびに産業等に関する説明を、文章、数値、表またはグラフで表

示することがあります。 

(e）ファンドに関する情報として、委託会社等に関する情報（ロゴマーク、プロフィール

を含みます。）およびファンドマネージャー、運用チーム、アナリストチームに関する

情報（写真、肩書き、プロフィール等を含みます。）を記載することがあります。情報
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は適宜更新されます。また、投資ステップ、運用プロセスの概念図のイメージ図を付

加して使用することがあります。 

(f）要約目論見書に関係法人のロゴマークを記載することがあります。 

(g）投信評価機関、投信評価会社等によるファンドに関する評価を使用したり、評価デー

タ等を含むレポートを表示することがあります。 

(h）次の趣旨の事項の全部または一部を記載することがあります。 

イ）当ファンドは、株式など値動きのある証券に投資しますので、基準価額は大きく変

動します。したがって、投資元本が保証されているものではありません。投資信託

財産に生じた利益および損失は全て受益者に帰属します。 

ロ）投資信託は預金や保険契約とは異なり、預金保険・保険契約者保護機構の保護の対

象ではありません。投資信託は投資元本および利息の保証はありません。 

ハ）投資した資産の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うこととなり

ます。 

ニ）証券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりませ

ん。 

ホ）お申込みの際には目論見書をご覧ください。 
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第４【内国投資信託受益証券事務の概要】 
 

(1)名義書換 

① 当ファンドの受益証券は原則として無記名式ですが、受益者が委託会社の定める手続き

によって請求したときは、無記名式の受益証券と引き換えに記名式の受益証券、または

記名式の受益証券と引き換えに無記名式の受益証券を交付します。ただし、販売会社と

保護預り契約を締結した受益者の受益証券に関しては、全て当該販売会社に大券をもっ

て混蔵保管されるため、委託会社は当該受益者の請求に基づく記名式の受益証券への変

更は行いません。 

② 記名式受益証券の所持人は、委託会社の定める手続きによって名義書換を委託会社に請

求することができます。名義書換は、委託会社で行うものとし、手数料は徴しません。 

取扱場所：ＨＳＢＣ投信株式会社 

（住所）：東京都中央区日本橋三丁目１１番１号 ＨＳＢＣビルディング 

 なお、名義書換の手続きは、毎計算期間の末日の翌日から 15日間停止されます。 

 

(2)受益者名簿 

作成しません。 

 

(3)受益者に対する特典 

該当するものはありません。 

 

(4）内国投資信託受益証券の譲渡制限の内容 

ファンドの受益証券の譲渡制限は設けておりません。 
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追加型証券投資信託  

ＨＳＢＣ インド オープン 

－運用の基本方針― 

 

投資信託約款第 23 条の規定に基づき委託者の定める運用の基本方針は次のものとします。 

 

１．基本方針  

  この投資信託は、投資信託財産の中長期的な成長を図ることを目標として運用を行います。 

 

２．運用方法 

（１）投資対象 

 ＨＳＢＣ インド マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）の受益証

券を主要投資対象とします。 

 

（２）投資態度 

① 主としてマザーファンドの受益証券に投資します。 

② 投資状況に応じ、マザーファンドと同様の運用（主としてインド共和国（以下「イ

ンド」といいます。）の証券取引所に上場されている株式、インドにある取引所に

準ずる市場で取引されている株式、またはインド経済の発展と成長に係わる企業お

よび収益のかなりの部分をインド国内の活動から得ている企業の発行する株式に

投資）を直接行うことがあります。 

③ 上記の証券取引所は、ムンバイ証券取引所（BSE）およびナショナル証券取引所を

いいます。ただし、その他の証券取引所または取引所に準ずる市場で取引されてい

る企業の株式も投資対象とすることがあります。 

④ S&P/IFC Investable India (円ベース)をベンチマークとして、中長期的に当該イ

ンデックスを上回る投資成果を目指します。 

⑤ 株式の実質組入比率は、原則として高位に維持します。  

⑥ 外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

⑦ 当初設定時および償還準備に入った際、市況動向や大量の追加設定または解約によ

るファンドの資金事情等によっては、上記の運用が行われないことがあります。 

⑧ 投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内において行われる有

価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係る

先物取引、通貨に係るオプション取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプ

ション取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取

引、有価証券オプション取引、通貨に係る先物取引、通貨に係るオプション取引、

金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引と類似の取引（以下「有価証

券先物取引等」といいます。）を行うことができます。また、投資信託財産に属す

る資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金利または異な

った受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」

といいます。）を行うことができます。 

⑨ 投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替

先渡取引を行うことができます。 

 

（３）投資制限 

① 株式への実質投資割合には制限を設けません。 

② 外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。 

③ 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において投資信

託財産の純資産総額の 20％以下とします。 

④ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において投資信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 
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⑤ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時にお

いて投資信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑥ 投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きます。）への実質投資割合は、投

資信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑦ 同一銘柄の転換社債および新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ３第 1 項第 7 号

および第 8 号の定めがあるものへの実質投資割合は、取得時において投資信託財産

の純資産総額の 10％以下とします。 

⑧ 資金借入は、投資信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

⑨ 公社債の空売りは行わないものとします。 

⑩ 有価証券先物取引等は投資信託約款第 27条の範囲内で行います。 

⑪ スワップ取引は投資信託約款第 28条の範囲内で行います。 

⑫ 金利先渡取引および為替先渡取引は投資信託約款第 29条の範囲内で行います。 

 

３．収益分配方針 

年 1回の決算時に、原則として以下の方針に基づき、分配を行います。 

① 分配対象額は、経費控除後の利子・配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）

等の全額とします。 

② 分配金額は、委託者が基準価額水準・市況動向などを勘案して決定します。 

③ 留保益の運用については特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同

一の運用を行います。 
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約   款 

 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第 1条 この信託は、証券投資信託であり、ＨＳＢＣ投信株式会社を委託者とし、三菱

信託銀行株式会社を受託者とします。  

［信託事務の委託］ 

第 2 条 受託者は、信託事務の処理の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関

する法律第 1 条第 1 項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機

関と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

［信託の目的および金額］ 

第 3 条 委託者は、金 2,199,926,867 円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、

受託者はこれを引き受けます。 

［信託金の限度額］ 

第 4条 委託者は、受託者と合意のうえ、金 2,000 億円を限度として信託金を追加する

ことができます。 

② 追加信託が行われたときは、受託者は、その引き受けを証する書面を委託者に

交付します。 

③ 委託者は、受託者と合意のうえ、第 1 項の限度額を変更することができます。 

［信託期間］ 

第 5条 この信託期間は、信託契約締結日から、第 53 条第 1 項、第 54条第 1 項、第 55

条第 1 項および第 57条第 2項の規定による信託終了日または信託契約解約の日

までとします。 

［受益証券の取得申込みの勧誘の種類］ 

第 6条 この信託に係る受益証券の取得申込みの勧誘は、証券取引法第 2 条第 3 項第 1

号に掲げる場合に該当し、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条第 13項に

定める公募により行われます。 

［当初の受益者］ 

第 7条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益

証券取得申込者とし、第 8 条の規定により分割された受益権は、その取得申込

口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

［受益権の分割および再分割］ 

第 8条 委託者は、第 3 条の規定による受益権については 2,199,926,867 口を、追加信

託によって生じた受益権については、これを追加信託のつど第 9 条第 1 項の追

加口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。

［追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法］ 

第 9条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基準価額に当該追加信託に係る

受益権の口数を乗じた額とします。 

② この約款において基準価額とは、投資信託財産に属する資産(受入担保金代用有

価証券および第 32 条に規定する借入有価証券を除きます。)を法令および社団

法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た投資信託財産の資産総額から

負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日にお

ける受益権総口数で除した金額をいいます。なお、外貨建資産（外国通貨表示

の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をい

います。以下同じ。）の円換算については、原則として、わが国における当日

の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。 

③ 第 34条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対

顧客先物売買相場の仲値によるものとします。 
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［信託日時の異なる受益権の内容］ 

第 10条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはあ

りません。 

［受益証券の発行］ 

第 11条 委託者は、第 8 条の規定により分割された受益権を表示する収益分配金交付票

付の無記名式の受益証券を発行します。ただし、第 14条第 2項の規定により発

行する受益証券は、収益分配金交付票が付かないものとします。 

［受益証券の発行についての受託者の認証］ 

第 12 条 委託者は、前条の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受益証

券がこの投資信託約款に適合する旨の受託者の認証を受けなければなりませ

ん。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し、記名捺印す

ることによって行います。 

［受益証券の申込単位および価額］ 

第 13 条 委託者の指定する証券会社（証券取引法第 2 条第 9 項に規定する証券会社をい

い、外国証券業者に関する法律第 2 条第 2 号に規定する外国証券会社を含みま

す。以下同じ。）および登録金融機関(証券取引法第 65 条の 2 第 3 項に規定す

る登録金融機関をいいます。以下同じ。)は、第 11 条の規定により発行された

受益証券を、その取得申込者に対し、1 万口以上 1 万口単位をもって取得申込に

応じることができるものとします。ただし、別に定める自動けいぞく投資約款

にしたがって契約（以下「別に定める契約」といいます。）を結んだ取得申込

者に限り、1 口の整数倍をもって取得申込に応ずることができるものとします。 

なお、取得申込日がインド、香港の証券取引所のいずれかの休場日の場合には、

受益証券の取得申込には応じないものとします。ただし、第 49条第 2項に規定

する収益分配金の再投資に係る場合を除きます。 

② 受益証券の販売価額は、取得申込日の翌営業日の基準価額に、第 3 項に定める

手数料および当該手数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」と

いいます。）に相当する金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約

締結日前の取得申込に係る受益証券の価額は、1 口につき 1円に、第 3項に規定

する手数料および当該手数料に係る消費税等に相当する金額を加算した価額と

します。   

③ 前項の手数料の額は、委託者の指定する証券会社および登録金融機関がそれぞ

れ独自に定めるものとします。 

④ 第 2 項の規定にかかわらず、受益者が別に定める契約に基づいて収益分配金を

再投資する場合の販売価額は、第 44条に規定する各計算期間終了日の基準価額

とします。 

⑤ 前各項の規定にかかわらず、取得申込者の取得申込総額が多額な場合、投資信

託財産の効率的な運用が妨げられると委託者が合理的に判断する場合、または

証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事

情があるときは、委託者の判断により、受益証券の取得申込の受付を停止する

ことおよび既に受け付けた取得申込を取り消すことができます。 

［受益証券の種類］ 

第 14条 委託者の発行する受益証券は、１万口券、５万口券、10 万口券、50 万口券、100

万口券、500 万口券、1,000 万口券および 5,000 万口券の 8 種類とします。 

② 委託者の指定する証券会社および登録金融機関と受益証券取得申込者との間に

結ばれた別に定める契約および保護預り契約に基づいて当該証券会社および登

録金融機関が保管する受益証券の種類は、前項に定めるもののほか、１口の整

数倍の口数を表示した受益証券とすることができます。 

［受益証券の記名式、無記名式への変更ならびに名義書換手続］ 

第 15条 委託者は、受益者が委託者の定める手続きによって請求したときは無記名式の

受益証券と引き換えに記名式の受益証券を、または記名式の受益証券と引き換
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えに無記名式の受益証券を交付します。 

② 記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める手続きによって名義書換を委託

者に請求することができます。 

③ 前項の規定による名義書換の手続は、第 44条に規定する毎計算期間の末日の翌

日から 15 日間停止します。 

［記名式の受益証券譲渡の対抗要件］ 

第 16条 記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による名義書換によらなければ、委託

者および受託者に対抗することができません。 

［無記名式の受益証券の再交付］ 

第 17条 委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益者が、公示催告による除権判決

の謄本を添え、委託者の定める手続きにより再交付を請求したときは、無記名

式の受益証券を再交付します。 

［記名式の受益証券の再交付］ 

第 18条 委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続きによ

り再交付を請求したときは、記名式の受益証券を再交付します。 

［受益証券を毀損した場合等の再交付］ 

第 19条 委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、受益証券を添え、委託者

の定める手続きにより再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。た

だし、真偽を鑑別しがたいときは、前 2 条の規定を準用します。 

［受益証券の再交付の費用］ 

第 20条   委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求するこ

とができます。 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第 21条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する

法律第 2条第 1 項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

 (1) 有価証券 

 (2) 有価証券指数等先物取引に係る権利 

 (3) 有価証券オプション取引に係る権利 

 (4) 外国市場証券先物取引に係る権利 

 (5) 有価証券店頭指数等先渡取引に係る権利 

 (6) 有価証券店頭オプション取引に係る権利 

 (7) 有価証券店頭指数等スワップ取引に係る権利 

 (8) 金銭債権（(1)、(9)および(11)に掲げるものを除く。） 

 (9) 約束手形（証券取引法第 2条第 1 項第 8 号に掲げるものを除く。） 

 (10) 金融先物取引等に係る権利 

 (11) 金利、通貨の価格その他の指標の数値としてあらかじめ当事者間で約

定された数値と将来の一定の時期における現実の当該指標の数値の差に

基づいて算出される金銭の授受を約する取引またはこれに類似する取引

として、投資信託及び投資法人に関する法律施行規則で定めるものに係

る権利のうち、次に掲げるもの 

i) 金利先渡取引に係る権利 

ii) 為替先渡取引に係る権利 

iii) 直物為替先渡取引に係る権利 

iv) 店頭金融先物取引に係る権利 

v) 為替および金利に係るスワップ取引に係る権利 

vi) 為替および金利に係るオプション取引に係る権利 

 (12) 金銭を信託する信託の受益権のうち、有価証券の性質を有しないもの 

 2.特定資産以外の資産で、以下に掲げる資産 

 (1) 外国有価証券市場において行なわれる有価証券先物取引と類似の取引

に係る権利 
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 (2) 為替手形 

 (3) 抵当証券  

［運用の指図範囲等］ 

第 22 条 委託者は、信託金を、主として、ＨＳＢＣ投信株式会社を委託者とし、三菱信

託銀行株式会社を受託者として締結された親投資信託であるＨＳＢＣ インド 

マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）の受益証券および次

の有価証券に投資することを指図します。 

1． 株券または新株引受権証書 

2． 国債証券 

3. 地方債証券 

4. 特別の法律により法人の発行する債券 

5. 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以

下「分離型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きま

す。） 

6. 特定目的会社に係る特定社債券（証券取引法第 2条第 1 項第 3号の２で定め

るものをいいます。） 

7. 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（証券取引法第 2条第

1 項第 5 号で定めるものをいいます。） 

8. 協同組織金融機関に係る優先出資証券または優先出資引受権を表示する証

書（証券取引法第 2条第 1 項第 5 号の２で定めるものをいいます。） 

9. 特定目的会社に係る優先出資証券（証券取引法第 2条第 1 項第 5 号の３で定

めるものをいいます。） 

10. コマーシャル・ペーパー 

11. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。

以下同じ。）および新株予約権証券 

12. 外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書

の性質を有するもの 

13. 投資信託または外国投資信託の受益証券（証券取引法第 2条第 1 項第 7 号で

定めるものをいいます。） 

14. 投資証券または外国投資証券（証券取引法第 2条第 1 項第 7 号の２で定める

ものをいいます。） 

15. 外国貸付債権信託受益証券（証券取引法第 2 条第 1 項第 10 号で定めるもの

をいいます。 

16. オプションを表示する証券または証書（証券取引法第 2 条第 1 項第 10 号の

２で定めるものをいいます。） 

17. 預託証書（証券取引法第 2条第 1 項第 10 号の３で定めるものをいいます。）

18. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19. 貸付債権信託受益権（証券取引法第 2条第 2項第 1 号で定めるものをいいま

す。） 

20. 外国法人に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

なお、第 1 号の証券または証書、第 12 号および第 17 号の証券または証書のう

ち第 1 号の証券または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第 2 号

から第 6 号までの証券ならびに第 12 号および第 17 号の証券または証書のうち

第 2 号から第 6 号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といい、第

13号の証券および第 14 号の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

② 委託者は、信託金を前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により

運用することを指図することができます。 

1. 預金 

2. 指定金銭信託 

3. コール・ローン 

4. 手形割引市場において売買される手形 
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5. 抵当証券 

③ 第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等

への対応等、委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前

項第 1 号から第 4 号までに掲げる金融商品により運用することの指図ができま

す。 

④ 委託者は、取得時において投資信託財産に属する新株引受権証券および新株予

約権証券の時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する新株引受権証券

および新株予約権証券の時価総額のうち投資信託財産に属するとみなした額と

の合計額が、投資信託財産の純資産総額の 100分の 20を超えることとなる投資

の指図をしません。 

⑤ 委託者は、投資信託財産に属する投資信託証券（マザーファンドの受益証券を

除きます。）の時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する投資信託証

券の時価総額のうち投資信託財産に属するとみなした額との合計額が、投資信

託財産の純資産総額の 100分の 5を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑥ 前 2 項において投資信託財産に属するとみなした額とは、投資信託財産に属す

るマザーファンドの受益証券の時価総額にマザーファンドの投資信託財産の純

資産総額に占める当該資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

［運用の基本方針］ 

第 23 条 委託者は、投資信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針に従

って、その指図を行います。 

［投資する株式等の範囲］ 

第 24 条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券

は、証券取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、証券取引所

に準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとしま

す。ただし、株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証

券および新株予約権証券については、この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券お

よび新株予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認で

きるものについては、委託者が投資することを指図することができるものとし

ます。 

［同一銘柄の株式等への投資制限］ 

第 25条 委託者は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額と

マザーファンドの投資信託財産に属する当該同一銘柄の株式の時価総額のうち

投資信託財産に属するとみなした額との合計額が、投資信託財産の純資産総額

の 100分の 10を超えることとなる投資の指図を行いません。 

② 委託者は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券お

よび新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する当該

同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち投資信託財

産に属するとみなした額との合計額が、投資信託財産の純資産総額の 100分の 5

を超えることとなる投資の指図を行いません。 

③ 委託者は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに

新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ３第 1 項第 7 号および第 8 号の定めが

あるものの時価総額とマザーファンドの投資信託財産に属する当該転換社債な

らびに新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ３第 1 項第 7 号および第 8 号の

定めがあるものの時価総額のうち投資信託財産に属するとみなした額との合計

額が、投資信託財産の純資産総額の 100分の 10を超えることとなる投資の指図

を行いません。 

④ 前各項において投資信託財産に属するとみなした額とは、投資信託財産に属す

るマザーファンドの受益証券の時価総額にマザーファンドの投資信託財産の純

資産総額に占める当該資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

［信用取引の指図範囲］ 
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第 26条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を

売付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済については、

株券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることができるものとし

ます。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売付に係る建玉の時価総額とマザーファンドの

投資信託財産に属する当該売付に係る建玉のうち投資信託財産に属するとみな

した額（投資信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの

投資信託財産の純資産総額に占める当該売付に係る建玉の時価総額の割合を乗

じて得た額をいいます。）との合計額が、投資信託財産の純資産総額の範囲内

とします。 

③ 投資信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付に係る建玉の時価総額が

投資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、

その超える額に相当する売付の一部を決済するための指図をするものとしま

す。 

［先物取引等の運用指図・目的］ 

第 27条 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内にお

いて行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプ

ション取引（証券インデックス・オプション取引を含みます。）ならびに外国

の市場におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができ

ます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。

② 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の

取引所における通貨に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場

における通貨に係る先物取引およびオプション取引を行うことの指図をするこ

とができます。 

③ 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の

取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場

におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。 

［スワップ取引の運用指図・目的］ 

第 28条 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった

通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のも

とに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図を

することができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第 5 条

に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間

内で全部解約が可能なものについては、この限りではありません。 

③ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出

した価額で評価するものとします。 

④ 委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認

めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図］ 

第 29条 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡

取引および為替先渡取引を行うことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、

原則として第 5 条に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取

引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについては、この限りではありま

せん。 

③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢

金利等をもとに算出した価額で評価するものとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるい

は受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うもの

とします。 
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［有価証券の貸付の指図および範囲］ 

第 30条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産に属する

株式および公社債を次の各号の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1. 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、投資信託財産

で保有する株式の時価合計額を超えないものとします。 

2. 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、投

資信託財産で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。

② 前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、

その超える額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指

図を行うものとします。 

［公社債の空売り］ 

第 31条 委託者は、投資信託財産の計算においてする投資信託財産に属さない公社債を

売付けることの指図をすることができないものとします。 

［公社債の借入れ］ 

第 32 条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図

をすることができます。なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供

が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うものとします。 

② 前項の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総

額の範囲内とします。 

③ 投資信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れに係る公社債の時価総

額が投資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速や

かに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するための指図を

するものとします。 

④ 第 1 項の借入れに係る品借料は投資信託財産中から支弁します。 

［特別の場合の外貨建有価証券への投資制限］ 

第 33 条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に

必要と認められる場合には、制約されることがあります。 

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第 34条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約

取引の指図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、投資信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約

の合計額との差額につき円換算した額が、投資信託財産の純資産総額を超えな

いものとします。ただし、投資信託財産に属する外貨建資産（マザーファンド

の投資信託財産に属する外貨建資産のうち投資信託財産に属するとみなした額

（投資信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの投資信

託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をい

います。）を含みます。）の為替変動リスクを回避するためにする当該予約取

引の指図については、この限りではありません。 

③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者は所定の期間内に、その

超える額に相当する為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取

引の指図をするものとします。  

［保管業務の委任］ 

第 35条 受託者は、委託者と協議のうえ、投資信託財産に属する資産を外国で保管する

場合には、その業務を行うに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管

契約を締結し、これを委任することができます。 

② 保管費用は、受益者の負担とし、投資信託財産中より支弁します。 

［有価証券の保管］ 

第 36条 受託者は、投資信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関

等に預託し保管させることができます。 

［混蔵寄託］  
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第 37条 金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し

円貨で決済する取引により取得した外国において発行された譲渡性預金証書ま

たはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が保管契約を締

結した保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるものと

します。 

［投資信託財産の表示および記載の省略］ 

第 38条 投資信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認め

る場合のほか、信託の表示および記載をしません。 

［一部解約の請求および有価証券の売却等の指図］ 

第 39条 委託者は、投資信託財産に属するマザーファンドの受益証券に係る信託契約の

一部解約の請求および投資信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができま

す。 

［再投資の指図］ 

第 40条 委託者は、前条の規定による一部解約の代金、売却代金、有価証券に係る償還

金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその

他の収入金を再投資することの指図ができます。 

［資金の借入れ］ 

第 41条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一

部解約に伴う支払資金の手当（一部解約に伴う支払資金の手当のために借入れ

た資金の返済を含みます。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の

支払資金の手当を目的として、資金借入れ（コール市場を通じる場合も含みま

す。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の

運用は行わないものとします。 

② 一部解約に伴う支払資金の手当に係る借入期間は、受益者への解約代金支払開

始日から投資信託財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または

受益者への解約代金支払開始日から投資信託財産で保有する金融商品の解約代

金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から投資信託財産で

保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の

当該期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、金融商品の解約代金お

よび有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金の借入額は、

借入指図を行う日における投資信託財産の純資産総額の 10％を超えないことと

します。 

③ 収益分配金の再投資に係る借入期間は、投資信託財産から収益分配金が支弁さ

れる日からその翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度

とします。 

④ 借入金の利息は投資信託財産中より支弁します。 

［損益の帰属］ 

第 42 条 委託者の指図に基づく行為により投資信託財産に生じた利益および損失は、全

て受益者に帰属します。 

［受託者による資金の立替え］ 

第 43 条 投資信託財産に属する有価証券について、借替え、転換、新株発行または株式

割当がある場合で、委託者の申し出があるときは、受託者は資金の立替えをす

ることができます。 

② 投資信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券

等に係る利子等、株式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までに

その金額を見積もりうるものがあるときは、受託者がこれを立替えて投資信託

財産に繰り入れることができます。 

③ 前 2 項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議により

そのつど別にこれを定めます。 

［信託の計算期間］ 

第 44条 この信託の計算期間は、毎年 11月 30 日から翌年 11 月 29 日までとすることを
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原則とします。 

② 前項の規定にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以

下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の

翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、

最終計算期間の終了日は、第 5条に定める信託期間の終了日とします。 

［投資信託財産に関する報告］ 

第 45条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、投資信託財産に関する報告書を作成

して、これを委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、投資信託財産に関する報告書を

作成して、これを委託者に提出します。 

［信託事務の諸費用等］ 

第 46条 投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用ならびに受託者の

立て替えた立替金の利息は、受益者の負担とし、投資信託財産中から支弁しま

す。 

② 前項の諸費用に加え、以下の諸費用は、受益者の負担とし、投資信託財産中か

ら支弁することができます。 

1. 受益証券の管理事務に関連する費用（券面の作成、印刷および交付に係る費

用を含みます。） 

2. 有価証券届出書、有価証券報告書、半期報告書および臨時報告書の作成、印

刷および提出に係る費用 

3. 目論見書および要約目論見書の作成、印刷および交付に係る費用 

4. 投資信託約款の作成、印刷および届出に係る費用 

5. 運用報告書の作成、印刷および交付に係る費用 

6. この信託の受益者に対してする公告に係る費用ならびに投資信託約款の変

更または信託契約の解約に係る事項を記載した書面の作成、印刷および交付

に係る費用 

7. この信託の監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用 

③ 委託者は、前項の諸費用の支払を投資信託財産のために行い、支払金額の支弁

を投資信託財産から受けることができます。この場合、委託者は、現に投資信

託財産のために支払った金額の支弁を受ける際に、あらかじめ、受領する金額

に上限を付することができます。また、委託者は実際に支払う金額の支弁を受

ける代わりに、かかる諸費用の金額を、あらかじめ、合理的に見積もったうえ

で、実際の費用額にかかわらず固定率または固定金額にて投資信託財産からそ

の支弁を受けることもできます。 

④ 前項において諸費用の上限、固定率または固定金額を定める場合、委託者は、

投資信託財産の規模等を考慮して、信託の設定時または期中に、上限、固定率

または固定金額を合理的に計算された範囲内で変更することができます。 

⑤ 第 3 項において諸費用の固定率または固定金額を定める場合、かかる諸費用の

額は、第 44条に規定する計算期間を通じて毎日、投資信託財産に計上されます。

かかる諸費用は、毎計算期間の最初の 6 ヶ月終了日および毎計算期末または信

託終了のとき当該諸費用に係る消費税等に相当する金額とともに投資信託財産

中から支弁します。 

⑥ 第 1 項に定める信託事務の処理等に要する諸費用は、マザーファンドに関連し

て生じた諸費用のうちマザーファンドにおいて負担せず、かつ、委託者の合理

的判断によりこの信託に関連して生じたと認めるものを含みます。 

［信託報酬等の額］ 

第 47条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第 44条に規定する計算期間を通じて

毎日、投資信託財産の純資産総額に年 10,000分の 200の率を乗じて得た額とし

ます。 

② 前項の信託報酬は、毎計算期間の最初の 6 ヶ月終了日および毎計算期末、また

は信託終了のとき投資信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託者との
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間の配分は別に定めます。 

③ 第 1 項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁のときに投

資信託財産中から支弁します。 

④ 委託者は、主要投資対象とするマザーファンドの運用の指図に関する権限の委

託を受けたものが受ける報酬を第 1 項に基づいて委託者が受ける報酬から、毎

計算期間の最初の 6 ヶ月終了日および毎計算期末、または信託終了のとき支弁

するものとし、その報酬額は、投資信託財産の純資産総額に年 10,000 分の 40

の率を乗じて得た金額とします。 

［収益の分配方式］ 

第 48条 投資信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理しま

す。 

1. 配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれらに類する収益から支

払利息を控除した額は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費税

等に相当する金額を控除した後、その残額を受益者に分配することができま

す。なお、次期以降の分配にあてるため、その一部を分配準備積立金として

積み立てることができます。 

2. 売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、

諸経費、信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除

し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補填した後、受益

者に分配することができます。なお、次期以降の分配にあてるため、分配準

備積立金として積み立てることができます。 

② 毎計算期末において、投資信託財産につき生じた損失は、次期に繰り越します。

［収益分配金、償還金および一部解約金の支払い］ 

第 49条 収益分配金は、毎計算期間の終了日後 1 ヶ月以内の委託者の指定する日から収

益分配金交付票と引換えに受益者に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する

受益者に対しては、委託者は原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収

益分配金を委託者の指定する証券会社および登録金融機関に交付します。この

場合、委託者の指定する証券会社および登録金融機関は、別に定める契約に基

づき、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益証券の販売を行い

ます。 

③ 償還金（信託終了時における投資信託財産の純資産総額を受益権総口数で除し

た額をいいます。以下同じ。）は、信託終了日後 1 ヶ月以内の委託者の指定す

る日から受益証券と引換えに受益者に支払います。 

④ 一部解約金は、受益者の請求を受付けた日から起算して、原則として 5 営業日

目以降から受益証券と引き換えに受益者に支払います。 

⑤ 前各項（第 2 項を除きます。）に規定する収益分配金、償還金および一部解約

金の支払いは、委託者の指定する証券会社および登録金融機関の営業所等にお

いて行うものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金に係る収益調整金は、原則として、各受

益者毎の信託時の受益証券の価額等に応じて計算されるものとします。 

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第 27条の規定によるものと

し、各受益者毎の信託時の受益証券の価額と元本の差額をいい、原則として、

追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるもの

とします。また、前項に規定する「各受益者毎の信託時の受益証券の価額等」

とは、原則として、各受益者毎の信託時の受益証券の価額をいい、追加信託の

つど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。 

⑧ 記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめ、その印鑑を届け出るものと

し、第 1 項の場合には収益分配交付票に、第 3 項および第 4 項の場合には受益

証券に、記名し届出印を押捺するものとします。 

⑨ 委託者は、前項の規定により押捺された印影を届出印と照合し、相違ないもの
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と認めて収益分配金および償還金もしくは一部解約金の支払いをしたときは、

印鑑の盗用その他の事情があっても、そのために生じた損害については、その

責を負わないものとします。 

［収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責］ 

第 50条 受託者は、収益分配金については前条第 1 項に規定する支払開始日の前日まで

および前条第 2 項に規定する交付開始日までに、償還金については前条第 3 項

に規定する支払開始日の前日までに、一部解約金については前条第 4 項に規定

する支払日までに、その全額を委託者に交付します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償還金および一部解約金を

交付した後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

［収益分配金および償還金の時効］ 

第 51条 受益者が、収益分配金については第 49条第 1 項に規定する支払開始日から 5 年

間その支払いを請求しないとき、ならびに信託終了による償還金については第

49条第 3項に規定する支払開始日から 10 年間その支払いを請求しないときは、

その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属しま

す。 

［信託の一部解約］ 

第 52 条 受益者は、自己の有する受益証券につき、委託者に 1 万口単位(別に定める契約

に係る受益証券については 1口単位)をもって一部解約の実行を請求することが

できます。 

② 前項の場合の一部解約の実行の請求日がインド、香港の証券取引所のいずれか

の休場日の場合には、一部解約の実行の請求の受付は行いません。 

③ 委託者は、第 1 項の一部解約の実行の請求を受付けた場合には、この信託契約

の一部を解約します。 

④ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日の翌営業日の基準価額とし

ます。 

⑤ 受益者が第 1 項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者の指定する証券

会社および登録金融機関に対し、受益証券をもって行うものとします。 

⑥ 委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを

得ない事情があるときは、第 1 項による一部解約の実行の請求の受付を中止す

ることができます。 

⑦ 前項により一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該

受付け中止以前に行った当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、

受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益証券の一

部解約の価額は、当該受付け中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一

部解約の実行の請求を受付けたものとして、第 4 項の規定に準じて計算された

価額とします。 

［信託契約の解約］ 

第 53 条 委託者は、第 5 条の規定による信託終了前に、信託契約の一部を解約すること

により受益権の口数が 10 億口を下回ることとなった場合、またはこの信託契約

を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、またはやむを得ない

事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を

終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約

しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、前項の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、

かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して

交付します。ただし、この信託契約に係るすべての受益者に対して書面を交付

したときは、原則として、公告を行いません。 

③ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に

対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らない

ものとします。 
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④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の

二分の一を超えるときは、第 1 項の信託契約の解約をしません。 

⑤ 委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およ

びその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者

に対して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、

原則として、公告を行いません。 

⑥ 第 3 項から前項までの規定は、投資信託財産の状態に照らし、真にやむを得な

い事情が生じている場合であって、第 3 項の一定の期間が一月を下らずにその

公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用しません。 

［信託契約に関する監督官庁の命令］ 

第 54条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令

にしたがい、信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの投資信託約款を変更しようとすると

きは、第 58条の規定にしたがいます。 

［委託者の認可取消等に伴う取扱い］ 

第 55条 委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃

止したときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他

の投資信託委託業者に引き継ぐことを命じたときは、この信託は第 58条第 4 項

に該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と受託者との間において存続し

ます。 

［委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い］ 

第 56条 委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信

託契約に関する営業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに

伴い、この信託契約に関する営業を承継させることがあります。 

［受託者の辞任に伴う取扱い］ 

第 57条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場

合、委託者は、第 58条の規定にしたがい、新受託者を選任します。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信

託を終了させます。 

［投資信託約款の変更］ 

第 58条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が

発生したときは、受託者と合意のうえ、この投資信託約款を変更することがで

きるものとし、あらかじめ、変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に

届け出ます。 

② 委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじ

め、変更しようとする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載

した書面をこの投資信託約款に係る知られたる受益者に対して交付します。た

だし、この投資信託約款に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、

原則として、公告を行いません。 

③ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に

対して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らない

ものとします。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の

二分の一を超えるときは、第１項の投資信託約款の変更をしません。 

⑤ 委託者は、当該投資信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨

およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受

益者に対して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したと

きは、原則として、公告を行いません。 

［反対者の買取請求権］ 
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第 59条 第 53条に規定する信託契約の解約または前条に規定する投資信託約款の変更を

行う場合において、第 53 条第 3項または前条第 3項の一定の期間内に委託者に

対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券を、投資

信託財産を持って買い取るべき旨を請求することができます。 

［公告］ 

第 60条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

［投資信託約款に関する疑義の取扱い］ 

第 61条 この投資信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協

議により定めます。 

 

上記条項によりこの信託契約を締結します。 

 

信託契約締結日  平成 16 年 11月 30 日 

 

 

委託者 東京都中央区日本橋三丁目 11番 1 号 

 ＨＳＢＣビルディング 

 ＨＳＢＣ投信株式会社 

 

 

 受託者 東京都千代田区丸の内一丁目 4番 5 号 

 三菱信託銀行株式会社 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

親投資信託 
 

 

ＨＳＢＣ インド マザーファンド 

 

 

 

 

 

約  款 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＨＳＢＣ投信株式会社 



 

1

親投資信託 

ＨＳＢＣ インド マザーファンド 

－運用の基本方針― 

 

投資信託約款第 15 条の規定に基づき委託者の定める運用の基本方針は、次のものとします。 

 

１．基本方針  

  この投資信託は、主にインド共和国（以下「インド」といいます。）の証券取引所に上場

している株式に投資することにより、中長期的に投資信託財産の成長を目指した運用を行い

ます。 

 

２．運用方法 

（１）投資対象 

 主としてインドの証券取引所に上場している株式を投資対象とします。また、投資対

象企業の ADR(米国預託証書)や GDR（グローバル預託証書）も投資対象とします。 

 

（２）投資態度   

① この投資信託は、主としてインドの証券取引所に上場されている株式、インドにあ

る取引所に準ずる市場で取引されている株式、またはインド経済の発展と成長に係

わる企業及び収益のかなりの部分をインド国内の活動から得ている企業の発行す

る株式に投資して中長期的に投資信託財産の成長を目指した運用を行います。 

② 上記の証券取引所は、ムンバイ証券取引所（BSE）およびナショナル証券取引所を

いいます。ただし、その他の証券取引所または取引所に準ずる市場で取引されてい

る企業の株式や、投資対象企業の ADR（米国預託証書）や GDR（グローバル預託証

書）も投資対象とすることがあります。 

③ 投資一任契約に基づいてＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）リミテッド（HSBC 

Investments (Hong Kong）Limited）に運用の指図に関する権限を委託します。   

④ 以下に掲げる有価証券への投資も行います。 

－ 転換社債および新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ３第 1 項第 7 号および

第 8号の定めがあるもの 

－ 優先株 

－ 投資信託証券 

－ 新株引受権証券および新株予約権証券  

⑤ S&P/IFC Investable India (円ベース)をベンチマークとして、中長期的に当該イ

ンデックスを上回る投資成果を目指します。 

⑥ 株式の組入比率は、原則として高位に維持します。  

⑦ 外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

⑧ 投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内において行われる有

価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨に係る

先物取引、通貨に係るオプション取引、金利に係る先物取引および金利に係るオプ
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ション取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取

引、有価証券オプション取引、通貨に係る先物取引、通貨に係るオプション取引、

金利に係る先物取引および金利に係るオプション取引と類似の取引（以下「有価証

券先物取引等」といいます。）を行なうことができます。また、投資信託財産に属

する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受取金利または異

なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取

引」といいます。）を行なうことができます。 

⑨ 投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替

先渡取引を行うことができます。 

 

（３）投資制限 

① 株式への投資には制限を設けません。 

② 外貨建資産への投資には制限を設けません。 

③ 新株引受権証券および新株予約権証券への投資は、取得時において投資信託財産の

純資産総額の 20％以下とします。 

④ 同一銘柄の株式への投資は、取得時において投資信託財産の純資産総額の 10％以下

とします。 

⑤ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資は、取得時において投資

信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑥ 投資信託証券への投資は、投資信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑦ 同一銘柄の転換社債および新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ３第 1項第 7号

および第 8号の定めがあるものへの投資は、取得時において投資信託財産の純資産

総額の 10％以下とします。 

⑧ 公社債の空売りは行わないものとします。 

⑨ 有価証券先物取引等は投資信託約款第 20条の範囲内で行います。 

⑩ スワップ取引は投資信託約款第 21 条の範囲内で行います。 

⑪ 金利先渡取引および為替先渡取引は投資信託約款第 22条の範囲内で行います。 
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親 投 資 信 託 

ＨＳＢＣ インド マザーファンド 

約   款 

 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第 1 条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託者に取得させることを目的とする

証券投資信託であり、ＨＳＢＣ投信株式会社を委託者とし、三菱信託銀行株式会

社を受託者とします。 

［信託事務の委託］ 

第 2条 受託者は、信託事務の処理の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関す

る法律第 1 条第 1 項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関と

信託契約を締結し、これを委託することができます。 

［信託の目的および金額］ 

第 3 条 委託者は、金 2,199,926,867 円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受

託者はこれを引き受けます。 

［信託金の限度額］ 

第 4 条 委託者は、受託者と合意のうえ、金 5,000 億円を限度として信託金を追加するこ

とができます。 

② 追加信託が行なわれたときは、受託者は、その引受を証する書面を委託者に交付

します。 

③ 委託者は、受託者と合意のうえ、第 1項の限度額を変更することができます。 

［信託期間］ 

第 5 条 この信託期間は、信託契約締結日から第 45 条第 1 項および第 2 項、第 46 条第 1

項、第 47 条第 1 項ならびに第 49条第 2項の規定による信託終了の日または信託

契約解約の日までとします。 

［受益証券の取得申込みの勧誘の種類］ 

第 6条 この信託に係る受益証券の取得申込みの勧誘は、投資信託及び投資法人に関する

法律第 2条第 14 項で定める適格機関投資家私募により行われます。 

［受益者］ 

第 7 条 この信託の元本および収益の受益者は、この信託の受益証券を投資対象とするＨ

ＳＢＣ投信株式会社の証券投資信託の受託者である信託業務を営む銀行としま

す。 

［受益権の分割および再分割］ 

第 8 条 委託者は、第 3 条の規定による受益権については 2,199,926,867 口を、追加信託

によって生じた受益権については、これを追加信託のつど第 9 条第 1 項の追加口

数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。

［追加信託金の計算方法］ 

第 9条 追加信託金は、追加信託を行なう日の追加信託または信託契約の一部解約（以下

「一部解約」といいます。）の処理を行なう前の投資信託財産に属する資産 (受

入担保金代用有価証券および第 25 条に規定する借入有価証券を除きます。)を法

令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た投資信託財産の資

産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、追

加信託または一部解約を行なう前の受益権総口数で除した金額に、当該追加信託

に係る受益権の口数を乗じた額とします。 
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② 投資信託財産に属する外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価

証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）の円換算に

ついては、原則として、わが国における当日の対顧客電信売買相場の仲値によっ

て計算します。 

③ 第 27 条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧

客先物売買相場の仲値によるものとします。 

［信託日時の異なる受益権の内容］ 

第 10条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはあり

ません。 

［受益証券の発行］ 

第 11 条 委託者は、第 8 条の規定により分割された受益権を表示する記名式の受益証券を

発行します。 

② 委託者の発行する受益証券は、１口の整数倍の口数を表示した受益証券とします。

③ 受益者は、当該受益証券を他に譲渡することはできません。 

［受益証券の発行についての受託者の認証］ 

第 12条 委託者は、前条第 1 項の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受

益証券がこの投資信託約款に適合する旨の受託者の認証を受けなければなりませ

ん。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し、記名捺印する

ことによって行います。 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第 13 条  この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法

律第 2条第 1項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

 (1) 有価証券 

 (2) 有価証券指数等先物取引に係る権利 

 (3) 有価証券オプション取引に係る権利 

 (4) 外国市場証券先物取引に係る権利 

 (5) 有価証券店頭指数等先渡取引に係る権利 

 (6) 有価証券店頭オプション取引に係る権利 

 (7) 有価証券店頭指数等スワップ取引に係る権利 

 (8) 金銭債権（(1)、(9)および(11)に掲げるものを除く。） 

 (9) 約束手形（証券取引法第 2条第 1項第 8号に掲げるものを除く。） 

 (10) 金融先物取引等に係る権利 

 (11) 金利、通貨の価格その他の指標の数値としてあらかじめ当事者間で約定

された数値と将来の一定の時期における現実の当該指標の数値の差に基づ

いて算出される金銭の授受を約する取引またはこれに類似する取引とし

て、投資信託及び投資法人に関する法律施行規則で定めるものに係る権利

のうち、次に掲げるもの 

i) 金利先渡取引に係る権利 

ii) 為替先渡取引に係る権利 

iii) 直物為替先渡取引に係る権利 

iv) 店頭金融先物取引に係る権利 

v) 為替および金利に係るスワップ取引に係る権利 

vi) 為替および金利に係るオプション取引に係る権利 

 (12) 金銭を信託する信託の受益権のうち、有価証券の性質を有しないもの 
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2.特定資産以外の資産で、以下に掲げる資産 

 (1) 外国有価証券市場において行なわれる有価証券先物取引と類似の取引に

係る権利 

 (2) 為替手形 

 (3) 抵当証券 

［運用の指図範囲等］ 

第 14 条 委託者（第 16 条に規定する委託者から委託を受けた者を含みます。以下、第 15

条、第 17 条から第 25 条まで、第 27 条および第 32条から第 34 条までについて同

じ。）は、信託金を、主として次の有価証券に投資することを指図します。 

1. 株券または新株引受権証書 

2. 国債証券 

3. 地方債証券 

4. 特別の法律により法人の発行する債券 

5. 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以

下「分離型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除き

ます。） 

6. 特定目的会社に係る特定社債券（証券取引法第 2条第１項第 3 号の 2で定

めるものをいいます。） 

7. 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（証券取引法第 2 条

第１項第 5号で定めるものをいいます。） 

8. 協同組織金融機関に係る優先出資証券または優先出資引受権を表示する証

書（証券取引法第 2条第 1項第 5号の 2で定めるものをいいます。） 

9. 特定目的会社に係る優先出資証券（証券取引法第 2条第 1 項第 5 号の 3 で

定めるものをいいます。） 

10. コマーシャル・ぺーパー 

11. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。

以下同じ。）および新株予約権証券 

12. 外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証

書の性質を有するもの 

13. 投資信託または外国投資信託の受益証券（証券取引法第 2条第 1 項第 7 号

で定めるものをいいます。） 

14. 投資証券または外国投資証券（証券取引法第 2条第１項第 7 号の 2で定め

るものをいいます。） 

15. 外国貸付債権信託受益証券（証券取引法第 2条第 1項第 10号で定めるもの

をいいます。） 

16. オプションを表示する証券または証書（証券取引法第 2条第１項第 10号の

2で定めるものをいいます。） 

17. 預託証書（証券取引法第 2条第 1項第 10号の 3で定めるものをいいます。）

18. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19. 貸付債権信託受益権（証券取引法第 2条第 2項第 1 号で定めるものをいい

ます。） 

20. 外国法人に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

なお、第 1 号の証券または証書、第 12 号および第 17 号の証券または証書のうち

第 1 号の証券または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第 2 号から

第 6号までの証券ならびに第 12号および第 17 号の証券または証書のうち第 2号

から第 6号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といい、第 13 号の証
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券および第 14 号の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

② 委託者は、信託金を前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運

用することを指図することができます。 

1. 預金 

2. 指定金銭信託 

3. コール・ローン 

4. 手形割引市場において売買される手形 

5. 抵当証券 

③ 第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等へ

の対応等、委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を前項第 1

号から第 4号までに掲げる金融商品により運用することの指図ができます。 

④ 委託者は、取得時において投資信託財産に属する新株引受権証券および新株予約

権証券の時価総額が、投資信託財産の純資産総額の 100分の 20を超えることとな

る投資の指図をしません。 

⑤ 委託者は、投資信託財産に属する投資信託証券の時価総額が、投資信託財産の純

資産総額の 100分の 5を超えることとなる投資の指図をしません。 

［運用の基本方針］ 

第 15 条 委託者は、投資信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針に従っ

て、その指図を行います。 

［運用の権限委託］ 

第 16条 委託者は、運用の指図に関する権限を次の者に委託します。 

   ＨＳＢＣインベストメンツ（ホンコン）リミテッド 

   （HSBC Investments (Hong Kong) Limited） 

   HSBC Main Building, 1 Queen’s Road Central, Hong Kong 

② 前項の委託を受けた者が受ける報酬は、この信託の受益証券を主要投資対象とす

る証券投資信託の委託者が、当該証券投資信託に係る信託報酬のうち当該委託者

が受ける報酬より、毎計算期間の最初の 6 ヶ月終了日、毎計算期末および信託終

了のとき支弁するものとし、その報酬額は、当該信託の投資信託財産の純資産総

額に年 10,000分の 40の率を乗じて得た額とします。 

③ 第１項の規定にかかわらず、第１項により委託を受けた者が、法律に違反した場

合、信託契約に違反した場合、投資信託財産に重大な損失を生ぜしめた場合等に

おいて、委託者は、運用の指図に関する権限の委託を中止または委託の内容を変

更することができます。 

［投資する株式等の範囲］ 

第 17 条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、

証券取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、証券取引所に準ず

る市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、

株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予

約権証券については、この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券およ

び新株予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できる

ものについては、委託者が投資することを指図することができるものとします。

［同一銘柄の株式等への投資制限］ 

第 18 条 委託者は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額が、

投資信託財産の純資産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図を行いま

せん。 
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② 委託者は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券およ

び新株予約権証券の時価総額が、投資信託財産の純資産総額の 100 分の 5 を超え

ることとなる投資の指図を行いません。 

③ 委託者は、取得時において投資信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに新

株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ３第 1 項第 7 号および第 8 号の定めがある

ものの時価総額が、投資信託財産の純資産総額の 100分の 10を超えることとなる

投資の指図をしません。 

［信用取引の指図範囲］ 

第 19条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売

付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済については、株

券の引渡しまたは買戻しにより行なうことの指図をすることができるものとしま

す。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売付に係る建玉の時価総額が投資信託財産の純資

産総額の範囲内とします。 

③ 投資信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付に係る建玉の時価総額が投

資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、そ

の超える額に相当する売付の一部を決済するための指図をするものとします。 

［先物取引等の運用指図・目的］ 

第 20条 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内におい

て行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプショ

ン取引（証券インデックス・オプション取引を含みます。）ならびに外国の市場

におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。

なお、選択権取引は、オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

② 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内におい

て行われる通貨に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場におけ

る通貨に係る先物取引およびオプション取引を行なうことの指図をすることがで

きます。 

③ 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、国内におい

て行われる金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場におけ

るこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 

［スワップ取引の運用指図・目的］ 

第 21 条 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通

貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに

交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行なうことの指図をする

ことができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第 5 条に

定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で

全部解約が可能なものについては、この限りではありません。 

③ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出し

た価額で評価するものとします。 

④ 委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認

めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図］ 

第 22条 委託者は、投資信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取

引および為替先渡取引を行なうことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が原則
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として第 5 条に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当

該信託期間内で全部解約が可能なものについては、この限りではありません。 

③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金

利等をもとに算出した価額で評価するものとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるい

は受入れが必要と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうもの

とします。 

［有価証券の貸付の指図および範囲］ 

第 23 条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、投資信託財産に属する株

式および公社債を次の各号の範囲内で貸付の指図をすることができます。 

1. 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、投資信託財産

で保有する株式の時価合計額を超えないものとします。 

2. 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、投

資信託財産で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。

② 前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、そ

の超える額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図

を行なうものとします。 

［公社債の空売り］ 

第 24 条 委託者は、投資信託財産の計算においてする投資信託財産に属さない公社債を売

付けることの指図をすることができないものとします。 

［公社債の借入れ］ 

第 25 条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図を

することができます。なお、当該公社債の借入れを行なうにあたり担保の提供が

必要と認めたときは、担保の提供の指図を行なうものとします。 

② 前項の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が投資信託財産の純資産総額

の範囲内とします。 

③ 投資信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れに係る公社債の時価総額

が投資信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、

その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するための指図をするもの

とします。 

④ 第 1項の借入れに係る品借料は投資信託財産中から支弁します。 

［特別の場合の外貨建有価証券への投資制限］ 

第 26条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必

要と認められる場合には、制約されることがあります。 

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第 27 条 委託者は、投資信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取

引の指図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、投資信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の

合計額との差額につき円換算した額が、投資信託財産の純資産総額を超えないも

のとします。ただし、投資信託財産に属する外貨建資産について、為替変動リス

クを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りではありませ

ん。 

③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者は所定の期間内に、その超

える額に相当する為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の

指図をするものとします。  
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［保管業務の委任］ 

第 28 条 受託者は、委託者と協議のうえ、投資信託財産に属する資産を外国で保管する場

合には、その業務を行なうに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契

約を締結し、これを委任することができます。 

② 保管費用は、受益者の負担とし、投資信託財産中より支弁します。 

［有価証券の保管］ 

第 29条 受託者は、投資信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等

に預託し保管させることができます。 

［混蔵寄託］ 

第 30条 金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円

貨で決済する取引により取得した外国において発行された譲渡性預金証書または

コマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が保管契約を締結した

保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるものとします。

［投資信託財産の表示および記載の省略］ 

第 31 条 投資信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める

場合のほか、信託の表示および記載をしません。 

［有価証券の売却等の指図］ 

第 32条 委託者は、投資信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

［再投資の指図］ 

第 33 条 委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分

配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資す

ることの指図ができます。 

［損益の帰属］ 

第 34 条 委託者の指図に基づく行為により投資信託財産に生じた利益および損失は、全て

受益者に帰属します。 

［受託者による資金の立替え］ 

第 35 条 投資信託財産に属する有価証券について、借替え、転換、新株発行または株式割

当がある場合で、委託者の申し出があるときは、受託者は資金の立替えをするこ

とができます。 

② 投資信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等

に係る利子等、株式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその

金額を見積もりうるものがあるときは、受託者がこれを立替えて投資信託財産に

繰り入れることができます。 

③ 前 2 項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそ

のつど別にこれを定めます。 

［信託の計算期間］ 

第 36条 この信託の計算期間は、毎年 11月 30 日から翌年 11月 29 日までとすることを原

則とします。 

② 前項の規定にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以

下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌

営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最

終計算期間の終了日は、第 5条に定める信託期間の終了日とします。 

［投資信託財産に関する報告］ 

第 37 条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、投資信託財産に関する報告書を作成し

て、これを委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、投資信託財産に関する報告書を作
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成して、これを委託者に提出します。 

［信託事務の諸費用］ 

第 38 条 投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替

えた立替金の利息は、受益者の負担とし、投資信託財産中から支弁します。 

［信託報酬］ 

第 39条 委託者および受託者は、この信託契約に関して信託報酬を収受しません。 

［利益の留保］ 

第 40条 投資信託財産から生じる利益は、信託終了時まで投資信託財産中に留保し、収益

の分配は行いません。 

［追加信託金および一部解約金の計理処理］ 

第 41 条 追加信託金または信託の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との差額

を、追加信託にあっては追加信託差金、信託の一部解約にあっては解約差金とし

て処理します。 

［償還金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責］ 

第 42条 受託者は、信託が終了したときは、償還金（信託終了時における投資信託財産の

純資産総額を受益権総口数で除した額をいいます。以下同じ。）の全額を委託者

に交付します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に償還金を交付した後は、受益者に対する支

払いにつき、その責に任じません。 

［償還金の支払時期］ 

第 43 条 委託者は、受託者より償還金の交付を受けた後、受益証券と引換えに当該償還金

を受益者に支払います。 

［一部解約］ 

第 44 条 委託者は、受益者の請求があった場合は、信託の一部を解約します。 

② 解約金は、一部解約を行なう日の一部解約または追加信託の処理を行なう前の投

資信託財産の純資産総額を、一部解約または追加信託を行なう前の受益権総口数

で除した金額に、当該一部解約に係る受益権の口数を乗じた額とします。 

［信託契約の解約］ 

第 45 条 委託者は、第 5 条の規定による信託終了前にこの信託契約を解約することが受益

者のため有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、

受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。

この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届

け出ます。 

② 委託者は、この信託の受益証券を投資対象とする全ての証券投資信託がその信託

を終了させることとなる場合には、この信託契約を解約し、信託を終了させます。

この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届

け出ます。 

③ 委託者は、前 2 項の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、

かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交

付します。ただし、この信託契約に係るすべての受益者に対して書面を交付した

ときは、原則として、公告を行ないません。 

④ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対

して異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないもの

とします。 

⑤ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二

分の一を超えるときは、第 1項の信託契約の解約をしません。 
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⑥ 委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨および

その理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対

して交付します。ただし、すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則

として、公告を行ないません。 

⑦ 第 4 項から前項までの規定は、第 2 項の規定に基づいてこの信託契約を解約する

場合には適用しません。 

［信託契約に関する監督官庁の命令］ 

第 46条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令に

したがい、信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの投資信託約款を変更しようとするとき

は、第 50条の規定にしたがいます。 

［委託者の認可取消等に伴う取扱い］ 

第 47 条 委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止

したときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の

投資信託委託業者に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第 50条第 4項に

該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と受託者の間において存続します。

［委託者の営業譲渡および承継に伴う取扱い］ 

第 48 条 委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託

契約に関する営業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴

い、この信託契約に関する営業を承継させることがあります。 

［受託者の辞任に伴う取扱い］ 

第 49条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、

委託者は第 50条の規定に従い新受託者を選任します。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託

を終了させます。 

［投資信託約款の変更］ 

第 50条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発

生したときは、受託者と合意のうえ、この投資信託約款を変更することができる

ものとし、あらかじめ、変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出

ます。 

② 委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、

変更しようとする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書

面をこの投資信託約款に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、こ

の投資信託約款に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則とし

て、公告を行ないません。 

③ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対

して異議を述べる旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとし

ます。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二

分の一を超えるときは、第 1項の投資信託約款の変更を行ないません。 

⑤ 委託者は、当該投資信託約款を変更しないこととしたときは、変更しない旨およ

びその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に

対して交付します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則

として、公告を行ないません。 
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［反対者の買取請求権］ 

第 51 条 第45条に規定する信託契約の解約または前条に規定する投資信託約款の変更を行

なう場合において、第 45 条第 4項または前条第 3項の一定の期間内に委託者に対

して異議を述べた受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券を、投資信託

財産をもって買い取るべき旨を請求することができます。 

［利益相反のおそれがある場合の受益者への書面交付］ 

第 52条 委託者は、投資信託及び投資信託法人に関する法律第 28 条第 1項に定める書面を

交付しません。 

［運用報告書］ 

第 53 条 委託者は、投資信託及び投資信託法人に関する法律第 33 条に定める運用報告書を

交付しません。 

［公告］  

第 54 条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

［投資信託約款に関する疑義の取扱い］ 

第 55 条 この投資信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議

により定めます。 

 

上記条項によりこの信託契約を締結します。 

 

 

信託契約締結日  平成 16 年 11月 30 日 

 

委託者 東京都中央区日本橋三丁目 11番 1 号 

 ＨＳＢＣビルディング 

 ＨＳＢＣ投信株式会社 

 

 

 受託者 東京都千代田区丸の内一丁目 4番 5 号 

 三菱信託銀行株式会社 
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